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はじめに

本報告書は1999年1川30日より同年12月17日までの18日間､テユニジア共和国における北

部地域での農業･農村環境保全･強化事業計画調査に係るプロジェクト･ファインディング調査と､

モルドバ共和国全国を対象とした農業持続可能開発計画のフォローアップ調査について取りまと

めたものである｡

テユニジア共和国は長期安定政権下における着実な国家運営の成果が国内の随所に認められるも

のの,同国の実質的貿易相手であるE口諸国が急速に成熟化する流れに呼応するための｢関税撤廃

促進政策｣で｢開発の較差｣が国内の地域間,部門間で健著になってきている｡特に,同国の農

業を支えてきた北部地域では､東部沿海都市域での開発ヴェクトルに曳かれ､水､土地および人

的資源の競合が激化し､特に中山間地域農村での離農が引き起こされ貴重な自然環境､農業環

境の荒廃が進み,社会･経済構造の不安定化を引き起こす要因に成りかねない状況となっている｡

このため､同国政府は地域間および部門間開発効果の均衡化政策を推し進めているが,

Multi-Constraintsの状況での解決手法に係る経験が少ないため､我が国による農業に視座を置

いた地域開発･強化調査の実施を強く求めている｡特に,アグロ･エコシステムの観点からは､調

査地域の大半が｢中山間地域｣に該当するため,我が国の｢中山間地域振興政策｣の成果の充当

に強い関心を示している｡

また,モルドバ共和国は､計画経済体制の崩壊による混乱が社会･経済分野の至るところに及び､

その混乱の中で,同国をこれまで支えてきた農業が急速に弱まり､国全体が｢開発の負の循環機

構｣に陥っている｡土地の私有化は大半が終了したものの､農民は営農体系がこれまでの集団耕

作､集団栽培から一挙に個人小規模栽培に転換を余儀なくされ､かつ､耕作機械の支援､種子や

肥料､化学薬品の配布支援が途絶え､生産意欲が減退する一方､起伏の大きい耕地は土壌浸食や

風食で土壌流亡が進んでいる｡国際機関や他の諸外国よりの支援を受けるにしても系統立った農

業再建政策や開発計画が無く､体系立てた農業振興政策の早期立案を渇望している状況である｡

このような状況下にある両国の農業･農村に対し､我が国農業の経験を活用した支援がなされ

地域農民の生活環境改善および農業生産振興に資するとともに,当該国と我が国の友好がより一

層強化されることを願うものである｡

最後に,今回のプロジェクト･ファインディング調査の実施にあたり,ご指導,ご協力をいただい

た在テユニジア共和国日本大使館,国際協力事業団テユニス事務所､モルドバ共和国を所管する

在ウクライナ共和国日本大使館および両国政府関係諸機関の方々に深甚なる謝意を表する次第で

ある｡

平成11年12月

テユニジア共和国､モルドバ共和国

プロジェクト･ファインディング調査

担当 鈴木 靖四郎



【テユニジア共和国1 】

チュニジア国北部のBiz凸rte県は主要

な農業地帯であるが､比高差50-100

mの丘陵の頂きまで農地として利用さ
れているD離農の拡大で日常の維持
管理が行き届かず､土壌浸食に曝き

れている｡

首都圏より車で3時間壇北西の山村

の状況｡主に､冬小麦と春先の野菜
栽培で生計を立てているが､天水依

存の営農で収王は不安定であL)､風

場整備､新たな換金作物の普及のほ

か.電気や水道などの地方インフラの

整備を求めている｡

首那圏.より車で4時間程北の山村の
状況.

･政府は濯恕農業の普及と地方
結氷を目的と=して小規模貯水施設を
建設しているが､恩恵を受ける農地は

少なく､よL)l積極的な地方農業支援の

方策を検討中であるb



【チュニジア共和国 2 】

穀物栽培を圭娘に開;発された農地･に

は防風林帯や土壌読亡防止のための

キャッチダムや収穫後搬出のための

農道もないため.今後の検討の中で

は､このような現況を踏まえた改善案

が求められる｡

=T'iこ串柿~差諾ま提言認諾㌶露悪
府■は流域保全とアグロフォレストリー

の観点から植林事業を実施しているo
過去1 0年程で数万haに近い埴林を実
施して果た｡植林は土壌流亡対策の

ほか､観光事業への貢献もあるb

植林事業の中では､コルクの採取も行

われている｡コルクは換金性が高く.

アグロフォレストリーを検討する中でも
考慮の対象になるものである｡



【モルドバ共和国l 】

旧国営農業機械センターから遠方の

農地を望む｡モルドバ共和国のマイク

ロ･トポコンT-ィションは比高葦50-loo

m.で起伏するo旧ソ連邦時代には丘
陵の頂きまで穀物栽培のための圃場

として開発された｡眼前の放置:された

トラクターは厩に機能せず､従来､農
機を用いた集団･耕作を行ってきたが､

土地私有化の促進で､営農形態を早

急に変えなければならない状況に直

面している｡

訪れた先の農業事務所で見つけた､

土地配分証壬.同園は現在､土地私

有化を急いでおり､各農家はこの証手

により土地所有が認められるBしか

｣.集団営農体制の一環として､住居

の集中化も行われており､分配された
農地までのR巨離が3-4kmに及ぷ場合

も出ており､苦慮意欲を減退させる要
- . 1 l

_し_ 1-
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【モルドバ共和国　2】

土壌侵食の状況

（モルドバ共和国）

ソ連崩壊のため工事が中止

されたポンプ場の外観

（モルドバ共和国）

大規模な灌水機器

（モルドバ共和国）
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第1編 テユニジア共和国



1.概要

1.1国の概要

1.1.1地 勢

テユニジア共和国はアフリカ大陸の北

部に位置し､北側が地中海に面し､西

側と東側をアルジェリア民主共和国と

社会主義人民リビアアラブ国に挟まれ,

南部はこれら2国の狭間に喫を打ち込

む位置関係になっている｡国土は南北

方向が約520km,東西方向は約170km

で､総面積は15.5万km2である｡

同国北部はマグレブ諸国を横断するア

トラス山脈の東端に当り,南西-北東

の方向で幾重にも連山が走り､これら

連山に挟まれる形で起伏の大きい渓谷

が走る｡アルジェリア国境付近の標高

は1,000mを超えるが､東進した同国

北部では概ね500-700m程度の標高

である｡これらの北部の地形的特徴である幾重にも走る連山は,冬季に地中海を越えて欧州大陸

から吹くモンスーンを捕らえ､比較的降水量が豊かである｡このため,古代ローマ時代より｢ロ

ーマの食糧庫｣と呼ばれる程に､農業生産が高かった｡同国中部は数多くのオアシスや塩水湖が

存在する砂漠地帯である｡ SbattalGbarsabは点在する塩水湖の中で最も低い標高であり,海抜-17

mと海面よりも低い｡さらに南のアルジェリア国とリビア国に挟まれた地域は乾燥地帯で広大な

サハラに続く砂漠地帯である｡このように同国を概観すると､地形､気象などの自然条件により

北から南で向けて,北部地域,中部地域および南部地域に分けられる｡

1.1.2 気象･水文

(1) 気 象

北部地域の沿岸部は冬季(11月-5月)に温暖･湿潤な地中海性気候であるが､夏季(6月-10

月)は高温･乾燥であり,内陸に進むに従い､ステップ気候,砂漠気候へと変化する｡年平均気

温は19-21℃で｣冬季が平均気温15℃前後,夏季が平均気温30℃である｡その温暖な気候から､

"緑のテユニジデ'と呼ばれる｡アルジェリア国境付近は山岳地帯であり,年平均気温が14-16℃

と他の地域と比較して低い｡

年降水量は､北部地域で400mmから1,000mmであり,同国で最も雨量に恵まれた地域であるが,

その殆どが冬季に集中する｡西部は東部に比べて降雨が多く,国境近くの山間部では1,500mmに

it il



も達する｡中部地域の年降水量は､北部の地中海式気候と南部の乾燥気候の中間で､ 200-400m皿

で､内陸部は標高が高くステップ気候を示す｡南部地域は,北部サハラ砂漠に位置し,年降水量

は200mm以下の半乾燥/乾燥地域で､内陸部は100mm以下となる｡

(2) 水資源

水資源は､年降水量と地形から北部,中部

および南部地域に分けられる｡北部地域は,

西部の山岳地形と比較的多い降雨により

表面水に恵まれ,北部地域の全水資源賦存

量の約80%を占めている｡従って,北部

地域には澗れ川が少ない｡地下水の利用は

比較的少なく,地域全体の約18%である｡

地域別年間水資源量

地域

表面水 地下水 合計

水資源量 比率 水資源量 比率 水資源量 比率

MCM % MCM % MCM %

北部地域 2,185 81.0 215 18.0 2,400 62.0

中部地域 290 ll.0 272 22.0 562 14.0

南部地域 225 8.0 728 60.0 953 24.0

計 2,700 100.0 1,215 100.0 3,915 100.0

69.0% 31.0% 100.0%

出典:テユニジア国農業省試算｡ MCM: 100万立方メートル

中部地域は､山岳地帯の割に降雨量が少ないため利用可能な表面水は少なく,地域全体の10%を

若干越えるのみである｡地下水は約24%が利用されている｡地域の3地域の内で水資源の最も少

ない地域である｡南部地域は,半乾燥地域であるため,利用可能な表流水は地域全体の10%

を若干下回る程度であるが, Gafsa､ Tozeurを中心とする北西部は比較的多い｡北西部を中

心として地下水量は多い｡

テユニジア国内主要都市の月別降水量および月平均気温変化

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
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1.1.3 略 史

古代より同国地域は,地中海諸国文化とアフリカ文化の接点の機能を待つ主にベルベル人の支配

による貿易の要衝として栄えていた｡紀元前1000年頃からフェニキア人が入植し､カルタゴ市

を建設した｡当時,カルタゴは地中海交易の中で最も重要な町であったが､紀元前146年にロー

マ人によって侵略･破壊され ローマ帝国に征服された｡ 7世紀にはアラブ人が支配するように

なり､現在の首都であるテユニスはアフリカ北部でイスラム教の中心地となった｡ 1574年から

1881年まではトルコに支配され,その後フランスの保護下になった｡第2次世界大戦ではドイツ

軍に侵略され,多くの戦いの場となった｡ 1943年には連合国により開放されたものの,フランス

との独立抗争が開放後も続き, 1956年3月にフランスからの独立を果たした｡初代大統嶺Habib

Bourguiba氏は終身大統額となり, 1964年には彼の政党が唯一の合法政党となった｡ '80年代は

多くの政争が続き､ 1987年にはZineal-AbidineBenAli氏が総理大臣となり､ 30年に渡る終身

大統簡制度を廃止したo BenAli氏の政党は1994年3月の選挙に99%の支持を得て再当選した｡

Ben Ali大統領は既に就任後12年を超え､長期安定政権の域に入っている｡経済面では､ '90年

代前半に成長率4.6%を達成し､ 21世紀に向けて成長率6%の目標を掲げている｡自由主義経済の

下で外国投資誘致､国営企業の民営化､国内企業の競争力強化などを進め､工業,農漁業とも中

進国の水準に成長した｡特に,年間450万人にのぼる欧州や世界各国からの観光客が落とす金が

貴重な外貨収入になっている｡観光などのサービス業は国内総生産の約52%を占めるだけに,政

府も観光開発に力を注いでいる｡外交政策は東にリビア､西にアルジェリアという過激派の国と

隣接しているため､難しい舵取りを迫られているが,基本は非同盟中立の立場を堅持している｡

アラブ諸国との友好に気を配りながら,欧米各国とも緊密な関係を保っている｡

近年､周辺諸国でイスラム原理主義急進派によるテロ事件が多発し､同国はこの手のイスラム原

理主義急進派への取締を強化している｡又､農村部での社会インフラの強化,貧困撲滅等を進め,

地域的格差を無くす様に努力している｡これらによって,治安の悪化を防ぎ､観光収入を保ち､

長年築き上げてきた諸外国からの信頼性も保つ努力をしている｡

1-3



1.2 社会経済状況

1.2.1 行政組織

テユニジア国の地方行政区分は,全国を23の県(Gouvemorat)に分け､各県の下に郡が配されて

いる(全国で254の郡: D616gation)｡郡はさらに地区(町村に該当, secteur)に細分されている

(全国で2,072地区)｡下図は現在､同国の行政の枠組みの中で用いられている地域区分と､各地

域区分ごとの県のまとまりを示したものである｡

テユニジア国の行政階層 テユニジア国内の地域区分と当該県の所属関係

l北部地域

l中部地域

l南部地域

_塵盛

東部地域

西部地域

東部地域

西部地域

東部地域

西部地域

_-≡_5≡

8izerte,Ariana,Tunis.BenArous,Nabeul.Zaghouan

Beja,Jenduba,Siliana.LeKef

Sousse,Monastir,Mahdia.Sfax

Kairouan.Kasserine.SidiBouzid

Gabes,Medenine.Tataouine

Gafsa,Tozeur.Kebili

Gouvernorat

行政組織で通常用いられている地域区分は､

気象･水文で分けられる地域区分とほぼその

境を同じくしている｡

1.2.2 人 口

同国の総人口は1997年時点で､ 921.5万人に

達している｡総人口の約半分に当る447万人

(48.5%)は北部地域に集まり,中部地域と南

部地域は各々､ 332万人と142万人で南に進

むにつれて､居住人口が漸減する｡人口密度

も北部地域が圧倒的に高く､全国平均の1.5

倍である156人/km2に達して,如何に北

部地域が他の2地域と比して人口の集中が高

いかが分る｡

10年毎に行われる国勢調査の最新は, 1994年

の調査(4 月1日)での同国の人口は､

8,785,711人(男4,439,289人､女4,346,422

人)である｡県別人口は,表2-2に示すとお

りである｡ 1990年以降の人口推移は下表に示

すとおりで､ 93年以降､人口増加率は低下し

ている｡

テユニジアの県別人口統計

県名(地域) 郡数
町/ 面積 人口 人口密度
村数 (sq.km) (1997) (人/sq.km)

1Tunis 21 1(i5 288,0 917,600 3,186

2Ariana 12 85 1,592.0 620,900 390

3BenArous 12 75 687.0 412,900 601

4Nabeul 16 100 3,837.0 608,400 159

5Bizerte 14 102 3,751.0 504,000 134

6Beja 9 101 2,887.0 311,600 108

7Jeーldouba 8 99 3,075.0 416,300 135

8LeKef ll 87 5,081.0 276,800 54

9Siliana 10 86 4,642.0 250,200 54

10zagbouaD 6 48 2,833.0 148,100 52

小計(北部) 119 948 2S,673.0 4,466,800 15占

1S.5% 4S.5%

1】Sousse 14 103 2,669.0 463,600 174

12Monastir 13 77 1,033.0 387,600 375

13Mahdia ll 99 2,873.0 349,000 121

14Sfax 15 127 7,008.0 771,000 110

15Kairouan ll 114 6,603.0 551,BOO 84

16Kasserine 13 106 8,251.0 406,800 49

17sidiBouzid 12 113 7,379.0 394,700 53

小計(中部) $9 739 35,$l6.0 3,324,500 93

23.0% 36.1%

18Gafsa ll 78 7,360.0 320,200 44

19Gabes 9 74 7,505.0 323,700
43l

20Medenir】e 9 93 9,333.0 405,300 43

21TozeuT 5 36 6,159.0 93,600 15

22Kebili 5 40 22,454.0 138,600 6

23Tataouine 7 64 38,266.0 142,100 4

小計く南部) 4占 3$5 91,077.0 1,423,500 1占

58.5% 15.4%

合計 254 2,072 155,56后.0 9,214,800 59

100.0% 100.0%

出典:AnnuaireStatistiquedelaTunisie(Dec1998)
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1990年以降の人口推移 単位: 1,000人

1990 EEEEl EEEE] EEZE] EEEE] 【E田
男性 4,129.3 4,209.8 4,294.2 4,376.4 4,453.9 4,526.1

女性 4,025.1 4,108.4 4,195.7 4,281.0 4,361.5 4,431.3

合計 8,154.4 8,318.2 8,489.9 8,657ー4 8,815.4 8,957.5

増加率 2.0% 2.1% 2.0% 1.8% 1.6%

1994年(国勢調査年)の全産業従事者は, 2, 320, 610人で､その内訳は農林水産業従事者が500, 989

人で､農林水産業従事者の全人口､労働可能人口及び全産業従事者に対する割合は､それぞれ5. 7%､

8.7%及び21.6%であり､雇用機会としての農林水産業の貢献の大きさが理解できる｡

農業水産業従事者数とその割合

総数(1)
(1)に占める (2)に占める (3)に占める

割合 割合 割合

全人口(1) 8,785,711 100.0%

労働可能人口(2) 5,727,391 65.2% 100.0%

全産業従事者(3) 2,320,610 26.4% 40.5% 100.0%

農林水産業従事者 500,989 5.7% 8.7% 21.5%

1.2.3 社会経済状況

1997年の国内総生産(GDP)は､実勢価格で総額20,900.7百万ディナールである｡ 1996年人口

9,215千人に対する1人当たり国内総生産は, 2,268ディナール(2,061米S)である｡ 1991年以

降の国内総生産の推移は､表2-4及び2-5に示す｡第8次国家開発計画期間中には,年平均3.6%

の経済成長が見られた｡ 1994年及び1995年に伸び率が計画期間中の平均より低いのは､これら

の年の降雨量が少なく小麦等の穀類の生産が減少したためである｡ 1996年の農林水産業のGDPが

占める割合は,全体の約14%である｡

主たる輸出品は,衣類､原油､オリーブオイル,燐鉱石である｡一方主たる輸入品は､錦糸及び

繊維､科学工業製品､車両を含む機械類であるo 1994年から1997年の輸出入貿易額は,下表の

とおりである｡

年間貿易額の推移(xlO6 Dinar)

セクター 輸出 輸入

1994 1995 1996 1997 1994 1995 l99() 1997

農業.食品 610.5 515.4 404.8 681.7 669.9 956.5 742.3 975.0

エネルギー 441.6 436.9 563.0 555.9 471.5 511.3 591.2 659.8

鉱業 461.5 525.2 614.9 669.9 159.1 179.1 192.7 207.1

繊維 2,235.3 2,583.2 2,747.7 2,996.4 1,640.3 1,882.6 1,996.1 2,221.6

電気.機械 623,0 711.0 669.6 830.3 2,528.8 2,612.0 2,717.2 3,332.9

その他 324.7 401.2 372.0 413.7 1,177.7 1,322.6 1,259.3 1,397.1

計 4,696.伝 5,172.9 5,372.0 后,147.9 6,古47.3 7,464.1 7,498.8 8,793.5
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業種別国内総生産(GDP)の動き

当年価格

単位: 100万ディナール

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

】_農業.林業.漁業 2,011.3 2,209.7 2,156.8 1,985.9 1,938.2 2,616.4 2,786.8

2 製造業 2,038.8 2,265.7 2,521.8 2,921.6 3,233.8 3,489.4 3,846.6

3 非製造業 1,446.9 1,634.7 1,597.0 1,698.7 1,778.6 1,937.2 2,119.0

4 商業サービス 3,816.3 4,403.4 4,931.4 5,455.7 6,032.6 6,621.3 7,165.5

5 経費
-404.9 -434.0 -491.3 -506.2 -545.1 -618.6 -565.3

7 小計(I-5) 8,908.4 10,079_5 10,715.7 ll,555.7 12,438.1 14,045.7 15,352.6

8 非商業 1,619.2 1,797.4 1,993.9 2,191.1 2,427.1 2,617.7 2,905.0

9 小計(7-8) 10,527.6 ll,87(～.9 12,709.6 13,746.8 14,865.2 16,663.4 18,257.6

10 GDP 12,028.8 13,705.9 14,662.9 15,813.8 17,051.8 19,066.2 20,900.7

出典:Annuaire Statistique de 】aTunisie (Dec 1998)

2 テユニジア国の農林業

2.1土地利用

テユニジア国の総面積, 1,566万baのうち826万ha(総面積の53%)が農用地である(1996/97)｡

農用地のうち､可耕地が493万ha (60%)､森林が63万ba (8%),その他が270万ha (33%)

である｡また,可耕地のうち370万baが耕地面積, 120万haが休耕地である｡ 1995/96の統計値

と比較すると,耕地は(-) 15%,休耕地は(十) 105%の増減が見られた｡休耕地の急増要因は,

乾燥地農業の特色である休閑農法を実施している結果と考えられる｡天水農業が主体であり､港

概地は年間500-1,000皿程度の降雨がある北部地域を中心とした約30万baに限られている｡農

用地率(国土面積に対する農用地の割合)は､降雨量の少ない半乾燥･乾燥地帯の南部地域にお

いて低く(27%),地中海性気候に属する北部･中部地域において高くなっている(北部･中部:

90%)｡

土地利用状況 (】997/98)

単位:ha

地域 国土面積

農用地

可耕地 その他

耕地面積 休耕地 小計 森林 その他 合計

北部 2,867,300 1,512,160 303,440 1,815,600 438,450 336,750 2,590,800

域内比率 58% 12% 70% 17% 13% 100%

地目別比率 39% 31% 37% 69% 11% So鞄

中部 3,581,600 1,906,910 360,960 2,267,870 181,990 782,620 3,232,480

域内比率 59% 11% 70% 6% 24% 100%

地目別比率 49% 37% 47% 29% 2(i% 38%

南部 9,107,700 481,770 310,310 792,080 14,370 1,945,270 2,751,720

域内比率 18% 11% 29% 1% 71% loo鞄

地目別比率 12% 32% 1(ーr( 2% 63% 32%

合計 15,556,600 3,900,840 974,710 4,875,550 634,810 3,064,640 8,575,000

域内比率

地目別比率

45% 11% 57% 7% 36% 100%

100% loo鞄 loo鞄 100% 100% loo鞄

出典:Anuuaire Statislique de la Tunisie (Dec 1998)
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2.2 土地所有

テユニジアにおける農用地の全面積は710万balに達し,その所有形態は国有地と私有地に分類さ

れ､内､私有地の占める割合が圧倒的に高く660万ba (93%)を占める｡残りの50万ha (7%)

が国有地である.国有地は､大部分が農業生産協同組合(ucpA)及び,農業開発会社(SMVDA)

所有地へ貸与されており､その面積はそれぞれ10万ha及び40万baである｡上記国有地の中に

は､国有林及び公有地(河川､道路等)は含まれない｡また､森林は全て国有林である｡

上記国有農用地の私企業への貸与は農業の効率化を図るために行われているが, ucpAの効率が

悪く,活動を停止したucFAの土地を順次sMVDAまたは個人経営者に貸与する方針を取ってい

る｡ SMVDAとは複数の私企業の総称で､国有地貸与の対象となるこれら私企業や個人経営者の

選択に当たっては､国有地局(OTD)が貸与希望者の申請の審査に当たるが,その際申請者の経

済力や経営能力だけでなく,農業に関する知識,経験､意欲等も審査の対象となる｡

2.3 農業生産

2.3.1 農 業

(1) 栽培作物

同国の主要栽培作物は､穀類(小麦,大麦),ト

マト,ピーマン,馬鈴薯,スイカ､オリーブ､

デーツ､アーモンドおよび柑橘類等である｡

1997/98における延べ作付面積は413.8万baで

ある｡このうち､オリーブを中心とした果樹の

作付けが207万ba,次いで小麦､大麦等の穀類

の145.8万haが続き,この2作目で全作付面積

の85%を占めている｡天水農業が主体であるが,

北部地域は冬季におけ

る表流水､中部･南部

地域はオアシスにおけ

る地下水を利用した野

菜､果樹の濯概栽培が

行われている｡地域別

には,降雨量の多い北

部地域では穀類生産が

主用農産物生産実績および第9次計画

単位:千トン/年

主用生産物
7次計画き8次計画 9次計画

1987-1991 1992-1996 1997-2001

穀類 1,383声1,607 1,820

採油用オリーブ 563 740 890

柑橘類 228?209 243

デーツ 71 77 95

ポテト 183 217 326

トマト 453 507 691

食用肉 162 181 227

家禽 63 88 101

鶏卵事 999 1,065 1,245

牛乳 385 526 742

魚類 95 86 99

注: ‡百万個

7次と8次は実績値｡ 9次は計画値

出典: Ninth Development Plan in Brief, 1997-2001

主要作物生産量

単位: 1000トン

作物 90 91 92 93 94 95 96 97 98

穀物 1,633 2,551 2,195 1,914 654 620 2,867 1,054 1,665

砂糖 287 210 291 246 232 270 306 268 143

たばこ 7 6 5 5 4 4 3 3 4

野菜 1,742 1,855 1,889 1,593 1,724 1,759 2,006 1,829 1,924

果物 852 915 950 1,149 1,021 923 1,055 1,103 1,172

オリーブ 650 825 1,325l 675 1,050 350 300 1,550 450

出典:Anuuaire statistique de la Tunisie (Dec 1998)

主体であり､半乾燥･乾燥気候に属する中部･南部地域では果樹栽培が主要作物となっている｡

1

2.4.1土地利用では､農用地面積を8,257,060haとしているが､これには南部の砂漠･塩湖地帯の
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作物別作付面積(1997/98)
単位:ba

地域 穀類 飼料作物 豆類 野菜 樹木作物 エ芸作物 合計

北部 881,610 217,150 60,290 81,100 305,430 32,380 1,577,960

域内比率 56% 14% 4% 5% 19% 2% loo鞄

作付別比率 60% 64% 95% 47% 15% 92% 38%

中部 522,660 82,530 2,450 73,700 1,364,110 1,930 2,047,380

域内比率 26% 4% 0% 4% 67% 0% 100%

作付別比率 36% 24% 4% 43% 66% 5% 49%

南部 54,200 39,020 540 16,450 401,750 980 512,940

域内比率 11% 8% 0% 3% 78% 0% loo鞄

作付別比率 4% 12% 1% lo啄 19% 3% 12%

合計 1,458,470 338,700 63,280 171,250 2,071,290 35,290 4,138,280

作付比率 35% 8% 2% 4% 50% 1% loo鞄

100% loo侮 loo侮 100% loo侮 loo鞄 loo鞄

出典:AnuuaireStatis(iquedelaTunisie(Dec1998)

近年,穀類の生産量が減少しており, I_992/93の

150万baと比較すると､ 1997/98は減少の145.8

万baとなっている｡これは､気象条件の変動に加

え,国の農業政策による栽培作物の多様化が図ら

れており,作付面積の大半を占める穀類から､野

菜､果樹等への作種転換が進められている結果と

考えられる｡主要輸出品は小麦,オリーブ､ワイ

ン等であるが,小麦に関しては,乳製品等と共に

主要輸入産品となっている｡

いずれにしても､気象条件で勝る北部地域の農業

生産に占める寄与率は高く､北部地域が同国の農

業を実質的に支えていると言える状況である｡

2.3.2 畜 産

全国の畜産農家数は33.4万戸であり､農業と並ぶ

同国の主要産業の一つである｡家畜の飼養頭数

(1997/98)は､牛が72万頭､羊が654.4万頭,

山羊が123.2万頭である｡これらの家畜は主に国

内消費向けの肉生産が主体であり,午,山羊,

羊の食肉生産量はそれぞれ, 8.4万トン､ 8.3万

トン､1.3万トンとなっている｡生乳生産は53.9

万トンにとどまっており､輸入に依存する状況

にある｡これは,流通体系,加工施設の不備等

に加え､乳牛の純血種の占める割合が約4割で､

主 要 輸 出 入 食 品
(単位:百万ディナール)

項目
輸入

1994 1995 1996 1997

小麦 101.2 285 185 227

大麦 87.8 75.2 4.6 47.6

コーン 33 42.7 58.1 36.2

ジャガイモ 12.7 24.9 12.7 13.6

コーヒー 15.2 24.4 16.1 22.7

莱 19.3 10.7 1(～.7 23.3

肉 15.6
-ll.7

9.9 26.9

乳製品 40.4 50.6 27.9 42.5

植物油 91.6 lⅡl 112.6 99,6

砂糖 93.7 68.7 87.4 92.2

大豆 36.5 28.8 40.4 72.5■

たばこ 14 16.1 18 24.8

その他 108.9 206.7 152.9 246.1

輸入計 669.9 956.5 742.3 975

項目
輸出

1994 1995 199() 1997

オリーブ油 192.9 90.2 28.9 126

負 13.5 10 13.4 15.6

デーツ 20.8 20.9 18.2 21.3

ミカン 21.1 25.2 21.8 15.1

その他 362.2 369.1 322.5 503.7

輸出計 610.5 515.4 404.8 681.7

輸出入差額
-59.4 -441.1 -337.5 -293.3

出典ニAnuuaireStalistique de la Tunisie (Dec 1998)

主要家畜の飼養頭数
単位:頭

反翁動物

地域 牛 辛 山羊 合計

北部 542,300 2,475,670 335,070 3,353,040

中部 168,450 2,688,830 326,340 3,183,620

南部 12,170 1,379,610 570,910 1,962,690

合計 722,920 6,544,110 1,232,320 8,499,350

出典:AnuuaireStatistiquedelaTunisie(Dec1998)

1,100,000baを含んでいる｡
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生産性の劣る交雑種,地方種が大半を占めていることが要因であると考えられる｡

2.3.3 林 業

アルジェリア国境付近の山岳地帯を除き植生は全般的に貧弱である｡森林面積は､国土全体の7%

の63.4万haに過ぎない｡特に南部地域では植生そのものがデーツのような乾燥気候に適応した

樹種に限られているが､北部では常緑のカシ類やマツ類が多い｡しかし,長年にわたる耕地拡大､

過放牧が林地の荒廃化を進め,土壌侵食が深刻化している｡政府はこれに対処するため,積極的

な流域環境保全事業を推進し,豪州原産のユーカリ,アカシアなどの外来種も初期植林材として

多く導入されている｡

3 テユニジア国の国家開発計画

3.1中長期国家開発計画の方向

テユニジア国は国家開発の目標を5カ

年ごとの中期国家開発計画としてまと

めている｡現在は第9次5カ年計画

(1997-2001年)の途上であり､右表

は今次5カ年計画の骨子をまとめたも

のである｡

同国は次世紀初頭において中進国から

の脱却を果たすとの中長期的国家目標

を実現するための準備期間として今次

5カ年計画の位置付けがなされている｡

主 目 的

自由貿易地区を設ける事によって外国に市場を開く

資源の有効利用を図るため,セクター別の計画を関連付ける

インフラ開発及び近代化

人的資源の評価及び向上

社会セクターで達成できた結果の強化

地域開発の促進

セクター開発での目的

作物の多様化及び品質と市場での競争の向上

農業生産の向上

インフラ整備

市場開放へ向けての様々なビジネスの向上

人的資源の向上

セクター計画及び政策への民間セクターの参加を向上

地域開発の目的

地域開発戦略の策定

開発のための基本要素を備えていない地域に注目する

同様な問題を抱える地域同士の協力を深める

長期安定政権となっている現政権下の国家経済開発は順調に成果を挙げる一方､実質的貿易相手

であるEU諸国が急速な経済･社会的飛躍を実萌しようとしている現在､今後ともEUとの関係

を質的に維持するには同国も社会･経済の分野で確実な成長を遂げなければならないとの理解が

働いている｡

主目的の1番目に記した自由貿易地区の建設は､ EUを始めとする諸外国からの外資導入策の一

環であり,基本的にEU諸国への加工工業原料の供給基地的役割を強固にし,今後の自国工業の

発展の礎にすることを意図するものである｡今次計画では北部地域海岸域を中心に数ケ所の自由

貿易地区を建設した｡この目標に付随して､インフラの整備,人的資源の向上などが今次計画の

骨子として掲げられる一方､開発が都市部に傾注することで発生する開発の地域間較差の是正と

して地域開発の促進および農業生産の向上が計画の一部として含められている｡

次真の表は今次5カ年計画での部門別開発予算の集計である｡同国の実質的外貨獲得部門である

観光を核としたサービス部門に予算のほぼ半分を与え,その他の部門ははぼ等しい割り振りにな

っており､部門間の均衡が維持されている形となっている｡
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3.2 国家経済の中における農業部門の動向

国家開発予算に占める農林水産業部門の割合は15.9%で今

次5カ年計画では､ 5,383百万ディナールとなっている｡

このうち､公共部門と民間部門への割合は概ね半々の割合

で振り向けられており,同国が進める自由経済,産業の民

営化の方針が現れた形となっている｡

項目の中でも水資源開発関連予算と森林関連予算が大きな

割合を占めている｡これは,前述したように産業の多様化

や都市域での開発に欠かせな

い新規水資源の開発に如何に

同国が傾注しているかの指標

となっている｡また､同様な

視点から､同国は非常に堅実

な方法で流域の植生改善に努

力しているが,この背景には､

これまでの開発で荒廃した流

域での土壌流亡が看過できな

い状況にまで達していること､

その具体的な解決には地道な

植林事業を核とした流域保全

事業を推進しなければならな

いことがある.

第9次5カ年計画における部門別投資緬

セクター 顔(百万ディナール) %

農業.漁業 5,383.00 15.9

製造工業 4,800.00 14.2

非製造工業 4,055.70 12

サービス 15,146.30 44.9

運搬 4,707.00 13.9

通信 1,689.00 5

観光 1,625.00 4.8

その他 7,125.30 21.2

社会インフラ 4,390.00 13

計 33,775.00 100

第9次国家開発計画における農業投資額
(単位:百万ディナール)

項目
公共部門 民間

部門
合計

割合

行政 企業 施設 計 (両｢
水資源開発 1,489.60 21.2 4.5 1,515.30 529 2,044.30 37

畜産業 28.5 63.5 64.2 156.2 569 725.2 13

漁業 57 10 67 239 3u 6

果樹 10 67 239 3u 6

資材 ll.4 ll.4 637 64&4 12

研究,普及 72.4 1.1 74 8 82 2

森林 382.4 7.6 390 40 430 8

土壌.水保全 216 2.3 218.3 45 263.3 5

全国相互扶助基 22 22 22

その他 17B 5.2 10.1 193,3
･208

401.3 8

合計 2,446.40 98.6 108 2,653.00 2,730.00 5,383.00 100

割合(%) 45 2 2 49 5l 100

出典‥Neuvierrk,PlandelkveloFPntEbIX'miqueelS∝ial(1997-2001),juillet1997

(9thE00nomc and Sα:主alDeve]qm=nt Plan 1997-2∝】1, July 1997)

3.3 テユニジア国農業が抱える課題

長期安定政権下での順調な経済発展の成果を挙げている同国であるが,農業･農村が抱える課題

は多い｡同国は21世紀初頭で中進国からの脱却を最大の国家目標に掲げているo実質的な開発の

方向は観光を主体とするサービス業であり､ EU諸国へ輸出できる加工工業原料を主体とする軽

工業である｡これらの開発の舞台は主に水資源の豊かな北部地域となり､かつ､社期インフラス

トラクチャーが整備されていて交通手段の容易な海岸部である｡このような開発の方向と地勢環

境を踏まえると､以下のような課題が浮かび上がってくる｡

① sw･NE方向で北部地域を横断する流域の中の中流域の既存農業地域で､より容易に収入拡

大が図れる海岸都市域への人口移動が発生し,離農が進行している｡

② 北部中流域からの離農で､農業生産が減退するとともに農地の維持管理が乏しくなり､地域

農業環境が悪化している｡

③ 海岸都市部での発展はマスメディアなどを通じて流域の上中流域農村に伝わり,農民が開発

格差を認識することとなり､営農継続意欲が減退している｡
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④ 上中流域からの離農農民は海岸都市部へ移動し､海岸都市域での急激な人口の社会増加が発

生する｡この急激な人口増加により,都市域での行政福祉の恩恵を享受できる層に較差が生

じ,社会不安が広がる可能性が生じている｡

⑤ 地方分権化が進行する同国では,各県別のGRDPの差が県別開発予算の差となってくるため､

より生産性の低い上流域での行政施策が滞り､生産減退,環境悪化が促進されてくる｡

⑥ 元来､農業国であった同国の農業生産が減退すると､海岸都市域で挙がってくる歳入の多く

を食糧輸入に消費されることになり､国家経済への新たな負担となり始めている｡

⑦ また,これまで営農活動の中で維持されてきた流域保全が,離農の拡大で漸次衰退しはじめ､

流域の土壌浸食が､深刻な問題となり始めている｡特に,従来､農業が地域産業の根幹を成

してきた北部地域での状況は著しい｡

土壌侵食の現況

(単位:ba)

地域 森林 農地 非農地 合計 土壌侵食 深刻な土壌 侵食割合

牧草地 回 @ 侵食③ (②+③)/Q)

北部 748,500 1,817,000 288,500 2,854,000 1,173,000 597,000 62%

中部 1,036,000 2,244,000 359,000 3,639,000 1,220,000 560,000 49%

南部 3,050,000 1,343,000 5,514,000 9,907,000 1,150,000 365,000 15%

合計 4,834,500 5,404,000 6,16l,500 16,400,000 3,543,000 1,522,000 31%

出典:RealizalionofNationalStrategyofSoilandWalerConservation,May1997,DG/CES
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4.テユニジア国北部地域中山間地農業･農村環境保全･強化事業計画調査

4.1計画の背景

テユニジア国は地勢や水文環境および開発の

ための利用可能資源など踏まえたアグロエコ

システムの視点から,全国を南北方向に北部地

域､中部地域､南部地域の3地域に分けられる｡

これらの3地域の各々の現状､国家開発の中で

の社会･経済的位置付けを集約すると右表のよ

うにまとめられる｡すなわち,北部地域は国土

の20%弱の面積(28.6千Km2)の中に人口の

48% (447万人)を擁し､地中海性気候が斎す

モンスーン性降雨を用いて古くより農業開発

が推進されてきた｡現在は実質的に同国の発展

の要となっている｡中部地域は36%に相当す

る332万人が35.8千Km2で半乾燥気候の下,

デーツ栽培などの半乾燥オアシス農業が営ま

れている｡残る南部地域は,同国の中で最も広

大な面積を持ち(91.1千Em2)､最も人口の少

ない地域(142万人)であり,サハラに繋がっ

ているoここに報告する調査案は､これら3地

域の中の北部地域であり,開発効果が正負両面

で他の地域よりも大きい地域である｡

北部地域は右図のように,開発現況,周辺の自

然環境等から概ね東西方向に西部,中部さらに

東部へと地区分類できる｡

西部地区は同域をSW･NE方向に流下･横断す

る河川流域の最も上流域に該当する｡モンスー

ンが斎す雨は1,500mm/年から500mm/年

項目 北藷隣地宅 中部地域 南部地域 3地峡合計

面積

(KIn2)

28,673.0 35,816 91,077 155,56

18.4% 23.0% 58.5% 100.0%

人口

(人)

4,466,800 3,3245(カ 1,423,500 9,214,800

4&59∈ 36.1% 15.4% 100.0%

水資源

(MC帆′年)

2,400 562 953 3,915

6130^ 14.4% 24.3% 100.0%

表流水

(MCM/年)

2,185 290 225 2,7【氾

80.9% 10.70^ 8.3一‰ 100.09i

地下水

伽C札′年)

215 272 728 1,215

17.7% 22.4% 59.9% 100.0%

気象環境 地中海性気候 半乾燥気候 乾燥気候

年降水量 1,2∝卜-

450rrm

450-

200ーⅢーl

150汀m以下

ほどに達し,同国の中で最も水資源の豊かな場所であるが､標高1,300mほどの山岳地帯であり､

オリーブを主体とした果樹栽培が主であり,最も地域総生産の低い地区である｡一方,最も東側

に位置する海岸沿いの東部地区は首都のテユニスを始めとする沿岸都市が点在し､社会･経済お

よび文化の面で同国の中心であり､最も豊かな地域である｡これら2地区に挟まれた流域中流部

は古来より農業地帯として開発された丘陵地帯である｡近年,沿海都市部での都市開発が進行す

る中で､農業生産を維持しつつも労働力の供給場所となり､離農や農業基盤の悪化が進行しはじ

めている｡

1-12



｢テユニジア国北部地域中山間地農業･農村総合開発事業計画調査｣はこの北部地域の中の中間

域に展開する中流域を調査対象地域としている(以臥調査対象地域と呼称)｡調査対象地域は,

前述のように,古来より同国の穀倉地帯として同国農業の要としての存在であった｡第2次世界

大戦以前のフランス国による植民地支配の間に穀物生産に特化した農業開発が行われ､丘陵地形

であるものの,丘の頂きまでもが穀物生産の圃場として開発された｡独立以降も植民地時代の遺

産である農業生産基盤を活かし,他にめぼしい資源の無い同国はこの調査対象地域を中心に農業

生産に依存した建国を進めた｡

現在､同国は開発中進国から脱却しようとするほどに開発成果が成熟しているが､一方で｢負の

開発成果｣が急速に広がっており､調査対象地域は国内で最も｢負の開発成果｣に曝されている

地域である｡すなわち､東部沿海都市域で進行する都市型開発の成果は調査対象地域との間で｢利

用可能資源の競合｣と｢競合｣を起源とする問題を生んでいる｡すなわち,

① 北部地域を東西に横断する流域内での水資源の競合が地域間,部門間で発生している｡

② 地域労働力が競合し､農村部からの離農が生じている｡

③ 離農は既存生産基盤と流域環境維持管理を減退させ,流域の荒廃が生じている｡

④ 良質な人的資源が減少する農村部での生産意欲を減退させ､農業生産が低下している｡

⑤ 低下する農業生産は農家収入を減じ,農村生産･生活基盤を劣化させている｡

⑥ 流域の荒廃で土壌浸食､土壌流亡を至る所で生じさせている｡

⑦ 減退する営農意欲は栽培作物多様化政策に対応できず,作物の品質低下を起こしている｡

⑧ 国策である関税撤廃は高品質･低価格農産物の輸入増加を招き､国内農業に打撃を与えるQ

⑨ 減少する農家収入は国内開発格差を広げ,社会不安の要因となる｡

⑩ 競争力が減退した農業を補完する食糧輸入は国家財政を悪化させる｡

政府はこのような現状を認識し､今次5カ年計画で開発の地域較差是正､農業生産向上,流域環

境保全および地方社会インフラストラクチャーの強化などを農業関連主要課題として掲げている｡

アルジェリア国との国境周辺に位置する西部地区は､北部地域を東流･横断する流域の最上流部

に位置する同国の最貧困地域であるが､現在､ソシヤルセーフティーネットと流域保全の両面か

ら我国の円借款による植林事業が行われようとしている｡一方,沿海都市部での開発は高進して

おり,結果として流域中流部に位置する調査対象地域への対策が相対的に立ち遅れる状況となっ

ている｡このような状況を踏まえ,調和のとれた国家開発を推進するとの同国の政策とも十分に

合致し,かつ実質的な同国農業の穀倉地帯となっている｢北部地域中山間地域｣の農業･農村の

強化を目指す計画の立案が早期に求められている｡
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域環境の保全を踏まえた計画の刷定は､部門間および地間の調和ある国家開発を実現する上で極

めて緊急かつ重要な課題である｡その対策としては次のことが考えられる｡

1)政府の掲げる国家開発計画をより実現に近づけるため､セクター別課題および地域別課題を

レヴューする中で,北部地域と調査対象地域の中の社会･経済および環境面での位置付けを

把握し,将来の開発方針を検討する｡

2)セクターおよび地域間の開発が交錯する中,調査地域内および周辺域での利用可能資源の確

認と開発を進める上での制約条件を具体的に確認する｡

3)調査地域の基幹産業である農業を主体に､上位計画およびその他政策との関連の上で地域開

発計画を検討･提案する｡

4)利用可能水資源不足が同国の開発推進上の規制要因であった事を踏まえ､調和ある地域開発

を実現するため部門間･地域間の適正な水資源配分計画の策定を行う｡

5)植民地経営にも似た穀物生産依存型営農から作物多様化を含んだ安定的営農形態への変換

6)同上変換を踏まえ､既存の極端な開場優先型土地利用形態の転換

7)崩壊が進む急傾斜耕地での土壌保全対策の立案

8)市場経済化が急進する中での小規模農民支援政策の立案

9)都市部との開発格差が広がる農村部の水道･電化･医療･教育等インフラ整備計画立案

4.4 調査目的

本件調査の目的は次のように設定できる｡

1)政府が描く国家開発､地域開発計画を踏まえた各地域(県)別開発課題を明確にし､開発目

標を実現するための利用可能資源の適正な配分計画に基づく開発計画を策定する｡その結果

を踏まえ,開発計画の中に含まれる種々のプロジェクトの中から/てイロットプロジェクトを

選定する｡

2)選定された優先プロジェクトについて,フィージビィティーレベルの調査を実施し,技術的,

経済的,財務的および環境的観点からの可能性を明らかにし､全ての面で良好な事業計画を

パイロットプロジェクトとする｡

3)調査実施の過程において､カウンターパートに対し､技術移転を行う｡

4.5 調査の構成･内容

4.5.1調査の構成

調査はPbase-1 :マスタープラン調査とPbase･2 :フィージピィティー調査から成る｡以下にそ

の概要を示す｡

1) Pbase-1:マスタープラン調査

調査対象地域を含む北部地域の社会･経済的位置付けと将来に向けた課題を把握する一方,北部
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地域を構成するSW-NE方向に走る流域群全体の中における調査対象地域の利用可能水資源から

見たセクター間と地域間の水資源適正配分計画を検討する｡

これらの検討結果を踏まえて後, 4県を対象とした流域単位の開発計画を検討し,自然環境との

調和を踏まえた農業･農村開発マスタープランを策定する｡マスタープランの中の個々のプロジ

ェクトの優先順位付けを行い､優先プロジェクトの中からパイロットプロジェクトを選定する｡

このために､データ､情報を出来るだけ収集し,分析を行うと共に,既存の開発計画をレヴュー

し､問題点の解析およびその対策を作成する｡その際､地域的条件別(気象､地形､地勢､標高､

土壌,水資源など)およびサブセクター別(営農,畜産,普及､農産物加工,マーケット,農民

組織､港概排水､農道､給水､電化､教育､医療など)に問題点を整理･分析し､持続可能な具

体的なプロジェクトを策定し,客観的視点から優先順位付けを行う｡

2) Phase･2 :フィージビリティー調査

1)で選定された/iイロットプロジェクトに対し,フィージビリティーレベルの調査を実施する｡

フィージビリティ調査は個々の流域を単位とした中で行われるが,個々の流域を集めた行政単位

の事業効果を総体的に評価する.なお,同国の国民一人当りのGNP額は近年, $2,000を越えて

いるため,提案する事業の開発資金は円借款スキーム事業となる事を前提として,パイロットプ

ロジェクトの選定､評価を行う｡

4.5.2 計画の概要

本計画の中で最も重要とされる項目を以下に示す｡

(1)水資源の有効配分:表面水の80%が北部地域に集中しているが,決して豊富な水資源とは

言えない｡そのため､上位の国家開発計画や地域開発計画水を踏まえた､ ｢水資源配分計画｣を地

域間,部門間で検討し,水資源から見た地域開発の立案は将来の持続的な農業を営む上で欠かせ

ない事である｡この項目は基本的に流域単位で行う｡

也)土壌侵食防J上:土壌浸食防止は同国の抱える問題のうちでも重要な課題である｡この間題

へのアプローチは農業の活性化や地域インフラ整備とも深く係ってくるため,前項と同様に､流

域単位の土壌浸食ポテンシャルを検討し､水しげん開発や農業開発およびインフラ整備の中で対

応し得る方策を見出すこととする｡

(3)インフラ整備:重要なインフラ整備として､現在カバーしていない道路網(特に地方道),

貯蔵施設整備,加工施設整備,農村インフラ整備(医療､飲料水等),電気網整備等を含む｡

(4)農業支援体制の整備:農業生産を高め､農産物の多様化を目指すには農業経営､生産技術､

融資関連等の農業支援体制の整備を対象とする｡

(5)組織改善:農民の生産過程を強化するには自立農民の育成を核とした農民組織の強化･改善

が必要となってくる｡既存の農業組合の現状を把握し､必要な組織を設ける事によって生産過程

から流通,農業融資等を改善するための計画を立てる事は重要である.
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4.2 調査地域位置

本計画の対象地域は､テユニジア国北

部地域をsw-NE方向に幾重にも横切

る連山に浅まれた河川流域の中部域に

位置するAriana県､ Bizerte県, siliana

県およびzagbouan県の4県を対象と

する(右図参照)｡

これら4県の北部地域における面積と

人口はそれぞれ44%と36%を占めてい

る｡

右地図からも分るように､調査対象地

域は同国の中で最も開発が進んでいる

北部地域沿海都市の後背地

(Hinterland)としての位置付けにあ

り､良しにつけ悪しきにつけ,沿海都

市の発展による影響を受けやすい地域

である｡実際､歴史的に同国の穀倉で

あった調査対象地域は､沿海都市部の

北部テユニジア

AFHANA県

ZAGHOUAN県

北部テユニジア中山聞地農業.農村環境

保全･強化事業計画調査対象位地図
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開発が進むにつれて,離農が進み､生産･生活基盤の劣化や流域環境の荒廃が顕著になってきて

いる｡

調査体調地域の面積と人口

県 面積(km2)
人口(x103)

96 97

Bizerte 3,685 498.4 504

Ariana 1,558 604.2 620.9

Zagbouan 2,768 146.9 148.1

Siliana 4,631 249.2 250.2

小計 12,642 1,594.70 1,620.20

対北部比 44.1% 36.3%

対全国比 8.1% 17.5% 17.6%

北部地域 28,673.0 4,466.8

全国 155,566 9,089.30 9,2]4.90

調査体調地域の行政区分
Governorate Delegation Secteur Commune

県 那 地区 村

Bizerte 14 102 13

Ariana 12 85 12

Zaghouan 6 48 6

SiⅠiana 10 86 10

小計 42 321 41

対全国比 16.5% 15.5% 16.0%

全国 254 2,072 257

4.3 計画調査の基本的な考え方

長期安定政権実現以降､着実な国家開発の効果が現れている同国では､開発の恩恵に浴している

沿海都市部と開発の進まない内陸部との開発格差が顕著になってきており,国家近代化の礎とし

て機能してきた内陸部の歴史的農業環境が荒廃しつつある｡次世紀初頭にはEU諸国に対し､貿

易規制の完全撤廃を公表している同国にとって,持続的農業生産の実現およびそれを通しての地
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(6)営農改善計画:国際市場及び国内市場の傾向を捕らえる事によって有力な作物を選定し､そ

の栽培技術等の確立に繋げる｡

(7)生活水準の向上:本地域は伝統的に農業地域であるため,本セクターの強化は収入向上に繋

がり,最終的には生活水準の向上を目指す｡

(8)働正:現在食物の輸入が増加している傾向を前述したが,国の基盤となる食料安全

を保証する事は持続的な開発に欠かせない項目である｡

4.6 総合所見

基幹産業として同国の発展を支えてきた同国北部地域農業は､高進する同国の発展の中で,現在,

｢負の開発効果｣に曝されている｡同国東側の沿海都市域での観光や軽工業を基盤とした発展は､

これまで農業を支えた資源を対象に切迫した競合状況を生んでいる｡すなわち､水資源,土地資

蘇,開発資金の競合であり,離農を生む人的資源の競合である｡

これらの地域間およびセクター間の資源競合は､調査地域内の農業･農村に｢負の開発連鎖｣を

生んでいる｡大きくは農民の離農である｡躍進する沿海都市域での発展は,家族の収入向上を求

める農民に離農と言う形で｢人的資源｣の収奪を迫っている｡離農は長い経験で培われて営農･

栽培技術が流出することを意味する｡また､植民地時代に穀類生産拡大に特化して開発された圃

場が離農による維持管理の劣イヒで､漸次､荒廃地となっている｡比高差数十メートルの起伏で広

がる丘陵域の頂上まで開発された農地からは土壌の流亡が起こり,農地の荒廃のみでなく,下流

域河川や小規模貯水施設のほか新たに建設された港概施設に被害を及ぼしている｡さらに,この

ような物理的荒廃のみならず､市場経済化に連動できない｢時代に遅れた農業･農村｣の状況と

なっている｡

このような状況下にある北部地域農業は､同国が次世紀に中進国へ離陸しようとする中で､次ぎ

のような社会的･経済的問題を招く要因となる｡すなわち､

① 北部地域を東西に横断する流域内での上流,調査域および下流域間の水資源の競合を生む｡

② 良質な人的資源が減少する農村部での生産意欲を減退させ,農業生産が低下する｡

③ 減退する営農意欲は栽培作物多様化政策に対応できず,作物の品質低下を起こす｡

④ 国策である関税撤廃は高品質･低価格農産物の輸入増加を招き,国内農業に打撃を与える｡

⑤ 減少する農家収入は国内開発格差を広げ､社会不安の要因となる｡

⑥ 競争力が減退した農業を補完する食糧輸入は国家財政を悪化させる｡

｢EU諸国に対し,次世紀初頭に関税撤廃を行う｣との宣言がされている現在,同国の社会･経

済を中心とする

従来以上に市場経済の中で如何に農業の自立性を強めて行けるか

開発が進む中､ ｢負の開発効果｣が
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1概 要

1.1国の概要

モルドバ共和国は､キシニフ(Cbisinau)を首都とし,東側及び南側の国境にはウクライナ共和国､

西側の国境にはルーマニア共和国と接している中央ヨーロッパの内陸国である｡同国は南北

350km､東西150kmで全面積は33,700km2と､日本の北海道の約半分または九州より一回り小さ

い規模の小国である｡モルドバは最低標高が海抜2m,最高標高が429.4mで目立つ山脈は無い

が､比高差50-100mの起伏が続く丘陵で被われている｡

国内は植生区分で森林地帯､森林･ステップ地帯､ステップ地帯の3つの地帯に分かれる｡国内

を流下する主な河川は東側のウクライナ国境に沿うNistru河及び西側のルーマニアとの国境沿い

のPmt (ブルート)河である｡同国の気候は湿潤大陸性気候(Dfb)に分類され,平均気温は8℃-

10℃(1月は-3℃--5℃, 7月は20℃-25℃)である｡夏季は長く､暑い日が続き､比較的乾燥

している.冬季は短く温暖である｡平均年降水量は南部で380mm,中央部及び北部で560mmで

ある｡

土壌は有機物を多量に含有する黒土が卓越し,肥沃である｡そのため,穀物､果実,野菜を生産

するに適している｡ 1991年のセンサスによれば,同国の人口は4,362,000人で,そのうちモルド

バ人が64%で､以下ウクライナ人14%,ロシア人9%,その他である｡最大の都市はキシニョフ

で,人口は85万人,国語はモルドバ語(ルーマニア語と同じ)で､ラテン語を基礎としている｡

ロシア語も用いられている｡主な宗教としては東方正教(ロシア正教)で､次いでカトリック教が

多い｡

1.1.1 略 史

この地域は,かつてベッサラビアと呼ばれ,古来交通の要所にあり､ 14世紀にモリダピア公国が

創立されたが,近隣諸国によりその存在は脅かされてきた｡ 16世紀にはオスマン-トルコの支配

下に入った｡ 18世紀後半からはバルカンをめぐるロシアとトルコの係争地となり､ロシアの南下

政策により､プルート川以東のベッサラビアは1812年ロシア領になった｡その後,ルーマニア

人の民族意識の高まりのなかで,第1次世界大戦後,ルーマニアに編入された｡しかし､ソ連は

これに反対し､ 1924年ドニエストル川東岸のウクライナ共和国の一部にモルダビア自治共和国を

つくった｡ 1940年ソ連はベッサラビアと北ブコピナを占蘭し,モルグピア自治共和国の一部と合

わせて､モルダビアエソビエト社会主義共和国を創設,ソ連邦構成共和国となった｡その際,モ

ルダビア自治共和国の一部はウクライナ共和国領となった｡

1.1.2 現 状

1990年6月国名をモルドバエソピエト社会主義共和国に変更,主権宣言を採択した｡ ,91年5月

国名をモルドバ共和国に変更,'91年8月に独立宣言をした｡同年12月CIS創設協定に調印し,,92

年3月には国連加盟を果たした｡国内に民族間題を抱えていた｡ ,90年9月ロシア人が主に居住

する東部ドニエストル地域がドニエストル共和国を宣言,モルドバ側との武力衝突に発展｡ ,92
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ここにあげたマスタープラン･フエージビリティー調査を行うことは極めて重要と考えられる｡

4.7 技術的可能性

本件調査で扱う個々の技術についてはかなり高い水準にあると考えられるが､今後,複数セクタ

ーを跨ぐマスタープランのような全体計画を立案する上で外国の技術強力が必要になって来ると

思われる｡このため,本件調査の実施に際しては,計画立案時の計画階層間の調整や地域間の競

合を如何に昇華して具体的な事業計画へ繋いで行くかの過程と､進行する地方分権化の中におけ

る行政階層間での役割分担および住民参加の方法などに注意を払うことが肝要と思われる｡

4.8 社会･経済的可能性

同国の社会･経済に係る現況は, ｢2007年までにEU諸国に対し､貿易の完全自由化を行う｣との

宣言に帰結･集約されると言っても過言ではない｡地中海を中心とした欧州･北アフリカ地域の

資源の乏しい小国が社会･経済的に国を発展させつつ, EUの飛躍する波に乗るには､従来の国家

開発の努力の成果を踏まえて､ EUの掲げる規範に呼応しえる状態を早期に確立しなければならな

い｡この意味で｢貿易の完全自由化宣言｣は,同国がこれまでに成し遂げた国家開発の成果への

自信でもある一方､是非にでも到達しなければならない大きな課題でもある｡ ｢貿易の完全自由

化｣は､同国が自由にEUへ輸出できる反面､ EUから安価で高品質の製品が流入することを意味

する｡同宣言を新たな世紀に向けた飛躍の一歩にするには､これまで同国を支えてきた農業･農

村を従来以上に磐石な状態にする必要がより強まっている｡この意味で,本件調査の実施はテユ

ニジア国の農業のみならず､国全体の調和ある開発に大きな効果が期待できる｡

4.9 現地政府

当調査の相手国政府窓口は,テユニジア国農業省であり､同国政府の中でも強力な組織の一つで

ある｡本プロジェクトファインディング報告書前半にも報告したように､今,同国が置かれてい

る社会･経済的状況の中で,農業･農村の強化が今後の国家開発の磐石な地盤を築く最も基本的

な手段であり,かつ最も求められる事項であるとの認識がある｡

加えて,国家開発計画および海外支援国との調整を行う国際協力･投資省も,本件調査の目的お

よび内容が今日の同国が持つ政策方針や内包する課題とも十分に合致し､かつ2007年のEU諸

国への関税撤廃を予定している中､時宜を得た調査であり､積極的に日本側へ本件への支援要請

を挙げて行きたいとの意向が示された｡

国家開発(?)省との討議の中では,本件調査の実施が同国への直接的効果のほかに､マグレブ諸国

への間接的効果もあるとの指摘があった｡すなわち､テユニジア国は北部アフリカ諸国を包括す

るマグレブ諸国の文化･社会および経済的中心国であり､これら周辺諸国からの関心が常に集ま

っている国である｡同国での支援効果は常に参考とされており,その意味で間接的効果となる｡
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年5月ロシア軍がドニエストル側につき戦闘が激化｡ 8月モルドバとドニエストル双方の兵力の

引き離しが完了した｡'94年10月ロシア軍が3年以内に完全撤退することでロシアと合意した｡,96

年12月ドニエストル共和国独自の大統領選挙を実施した｡また､ ,94年12月議会は南部の少数

民族ガガウス人に自治権を与え､ガガウス語を公用語とすることを承認｡ ,90-,91年の教育改革

でローマ字が復活(旧ソ連時代にルーマニア語の一方言であるモルドバ語をロシア語のキリル文

字に置き換えた)｡民族的に近いルーマニアと関係が活発化した｡ ,94年2月新議会選挙でルーマ

ニアとの統合を反対した｡モルドバの独立を主張する農業民主党が過半数を獲得し, ,96年12月

大統領選の決選投票でロシアとの関係を重視するルチンスキー氏が当選した｡

1.2 経済･社会の現状

旧ソ連邦時代のモルドバ経済の役割は,農産物の生産と食品加工(ブドウ､穀物,ワイン,野菜､

タバコ､畜産)であった｡農業はこの国の経済にとって最も重要なセクターで, NMP(NetMaterial

Product)は40%を占めていた｡同様に食品加工業は､ NMP40%を占める工業セクターの中の半分

を占めていた｡最も重要な作物は,ぶどうで,モルドバは1990年には旧ソ連邦の18%のブドウ

と16%のワインを生産していた｡次に重要な作物は穀物で､その中でも､特にトウモロコシと

冬作小麦は通常の年では全穀物の生産のうち各々45%と35%を占めていた｡また､モルドバはタ

バコの主な生産地で,旧ソ連統治時には全ソ連邦の1/4を生産していた｡他の重要な作物は､テ

ンサイ､ヒマワリの種子､果実を生産している｡食品加工業はモルドバでは重要なセクターで,

アルコール飲料,冷凍野菜､缶詰の製造に集中していた.

工業部門はカーペット,冷蔵庫､フリーザー､洗濯機､テープレコーダー､ラジオ､ステレオ､

カラーテレビ､家具,電気設備などを製造している｡

モルドバの貿易は,殆ど旧ソ連邦の諸国に依存していた｡輸出は74%､輸入は71%､そのうち

殆どが現在のロシア共和国に依存していたが.ソ連崩壊後はEU及びアメリカ合衆国に志向して

きた｡現在,主な貿易対象国は旧ソ連の諸国を除いて､ルーマニア､ドイツ､中国,ブルガリア､

イタリアである｡ソ連崩壊後は旧ソ連諸国間の貿易が激減,生産はひどく落ち込んだ｡ ,93年の

消費者物価上昇率は前年比1137.8%｡11月独自通貨レイ(1レイ-400ルーブル)を導入｡独立後､

市場経済への移行を進めている｡ '95年3月議会は1,450の国営企業を民営化する計画を承認し

た｡ 96年度予算は歳入3億2,000万ドル,歳出3億4,700万ドル｡ ,96年5月IMFは3年間で1

億9,500万ドルの拡大信用供与措置を承認した｡

社会主義経済体制の崩壊後,同国は市場経済体制への移行を目指した｡しかし,旧ソ連との経済

関係の断絶､エネルギー資源･工業原材料の輸入の激減､輸出市場の消失等により､経済混乱に

陥り,生産性は低下している｡ 1995年1人当たりの国民生産は920ドルであり､ 1999年現在は､

420ドルと見積もられ,世銀の指標による低所得開発途上国に分類されている｡
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1.3 農業の現状

モルドバの農業はNMPの40%を占め､ 1/3の労働力を雇用している｡さらに､食品加工業は工

業生産の40%を占め,工業部門の20%を雇用している｡総人口440万人の52.5%は農村に住ん

でおり(1990年)､これは旧ソ連の共和国の平均34%より極めて高い数字となっている｡モルドバ

の小規模で専門化された農業は輸出に重要な役割を果たしてきた｡

国土面積340万haの中, 1991年時点では230万haが農用地で,国土の表面積の80%を占めてい

る｡そのうち150万baが耕地である｡森林地は37万baである｡モルドバ農業の優位性は,その

資源,すなわち温暖な気候と肥沃な土壌に由来する｡世界的に最も肥沃な土壌である黒土に特徴

づけられ,重要な農産物は加工用の果実､ペリー,タバコ､ワイン用ぶどう,冬小麦,コーン､

畜産(養豚､養鶏)である｡

モルドバの自然条件は､地形､土壌,気候､植生､水資源の違いによって特徴づけられる｡気温

と降雨量に基づいた同国の農業気候帯は,北部地域,中央地域､南部地域の3つに分類され,各々,

北部森林ステップ地帯,中央森林地帯､南部ステップ地帯といわれる｡土壌は肥沃で,自然の恵

みである15の土壌タイプがあるが,大きく3つに分けられる｡

a)Chernozem(黒土) 80 %

b)Brown and gray forest soi1 11.5%

c)
Alluvial meadow soi1 8.5%

同国の最も価値の高い資源である土壌は一方で､農業発展を阻害する要因に成りはじめている｡

すなわち,耕作地の80%が比高差50から100mの起伏で被われており､その内訳は61%が1_5o
､

15%が5-8o ､ 4%以上が8-15oである｡このため,土壌浸食は耕作地の半分である740,000haで

生じ,その中でも410,000baは激しい土壌浸食におかされている｡

また､水資源の現状も同国の農業を特徴つける大きな要因である｡ 1991年,ソ連崩壊後､モルド

バ共和国は独立以来大きな経済危機に遭遇するとともに, 1992年､及び1994年の宇魅のために

甚大な被害を被った｡農業生産は1989年から1993年の間に33%低下し､結果､ GDPは50%以

上低下した｡平均年降水量は300-550mⅡlで,北西から南東の方向に降水量は減少していく｡年間

降水量が少なく, 1992年及び1994年の大字魅は例外としても,早魅の危機を常にはらんでいる｡

自然の水面積は15,000baで貯水量210百万m3､人工の貯水池及び水路は25,000ba､貯水量800

百万m3に過ぎない｡

1.4 環境問題

前述したように､モルドバの最も価値のある自然資源は有機質に富み､肥沃な黒土に代表される

｢土壌｣である｡しかしながら,旧ソ連邦時代の極端な穀物生産促進により､比高差50-loom

でうねる丘陵の頂部までもが穀物圃場として開墾されたため､風食や降雨による土壌浸食は現在
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AKVAモルドバが同国の水資振行政を担当しており､農業における水管理も担当しているQ現在､

農民は水料金を払っておらず,政府資金で賄っているため､恒常的な資金不足であり､十分な維

持管理はされていない｡そのため､施設は老朽化している｡潅概施設の良好な維持管理のために

は､水使用料を利用者が負担するシステムを導入することが不可欠である｡

2.4 営農体制

モルドバ農業は伝統的に色々なタイプの集団農場及び国営農場の経営によってなされていた｡

1991年2,800の国営農場及び集団農場は1994年1月に160の新しいタイプの農場に再編成され

た｡その内訳は, 39の株式会社､ 53の有限会社､ 62の農業協業組合, 6の私有地農民協会であ

る｡ 1994年7月までに株式会社は63までに増加した｡農地改革は､農場再編と連携している｡

この再編には2つのステージがある｡最初のステージでは､国営農場及び集団農場の構成員の所

有圃場や地域住民や都市住民の庭園の区画を含めて, 1家族当たりo.75haの割り当てになった｡

最初のステージの農地改革は325,000ha,全国土の面積の10%､全農用地面積の13%を占める｡

残りのモルドバの全国の面積300万haのうち190万haは私有地に割り当てられ110万haは国有

地に割り当てられた｡ 1994年2月現在, 312,000人が土地の所有を認められて､モルドバの農用

地の15%は私有地として使用されている｡他のCIS諸国と比べ､私有化はかなり進んでいるとい

える｡今後,次のステージとして引続いて,私有化への道が続いている｡

土地私有化の促進は､各農家による営農の自主･独立を進めるが,この事は耕作規模の縮小化や

栽培作物や栽培方法の多様化を招く｡従来,計画経済体制下では集団機械化耕作を約半世紀に

渡って行ってきたため,農民自身がこのような自由采配の営農について行けず､生産減退が進ん

でいる｡

2.5 市場･流通システム

現場の市場システムはモルドバ農業に大きな障害となっている｡市場は国の専売組織によって化

学製品及び機械などが管理され広範囲にわたっているがサービスの質は悪い｡その背景には､

脆弱な組織や,旧態然とした管理システム､貧弱な財務基盤などが挙げられる｡また,資機材の

供給も保証されておらず,穀物の市場も国の専売組織によって管理されている｡

加工果実や野菜は伝統的に食品加工業の会社によって管理されている｡これらの会社の多くは､

1993-94年の私有化プログラムのときに設立されたものである｡しかし,財政的な問題から,市

場から撤退する食品加工業者が増えてきているoMoldcoopという消費組合が地域の末端の取引き

を管理しているが,この消費組合は伝統的に西ヨーロッパの消費組合とは異なり､地域の取引き

の重要性のため, Moldocoopは多くの規制を受けている｡末端地域の取引きを維持するためには

多額の特恵的な資金が必要である｡
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耕作面積の半分を占める状態になっている｡この状態は過去23年の間に45%にも増加したと伝

えられている｡これを防止するには､農民に土壌浸食防止の重要性を十分認識させることが必要

であるが､これまで中央政府機関よりの指示に従うのみの営農を行っていた農民は､言わば過去

半世紀に渡り農業労務者としての存在に置かれてきており､自立的栽培･営農技術には実際乏し

いため､その理解を促進させるのは困難である｡土壌浸食は独立以降の経済混乱から来る営農減

退に日常の維持管理の悪化も大きな要因となっている｡土壌侵食の甚だしい場所では黒土の下の

粘土層が露出する状況も至るところに出てきている｡

2. 農業開発の現状と問題点

2.1 概 要

同国が｢ヨーロッパの穀倉｣と言われたのは､ソビエト連邦下での計画生産が極端化する以前の

状態であり､恵まれた気候と土壌(黒土地帯)環境の中でのブドウなどの果実､野菜､甜菜､葉た

ばこ,冬小麦などの生産が営まれた時期を指すと言える｡

ソビエト連邦下での計画生産が高進すると｢微地形: Micro-Topographic Condition｣を無視した耕

地の拡大で､比高差50m程度で起伏する丘陵地帯の頂部までもが小麦を中心とした圃場に転換さ

れ食糧生産に動員された｡それまでの畜力に依存する耕作から大規模機械化耕作が主流となり,

計画経済が恒常的に営まれている間は､圃場での生産活動がある意味で耕地の維持に寄与してい

た｡

しかし, 1992年以降市場経済への移行に伴う生産減退や超インフレで経済は悪化し､旧ソ連邦時

代の大規模営農方式は機械力と化学肥料の多投入による生産方式は､外貨準備高の不足から農業

機械の更新や機械運転のための燃料および化学肥料･農薬の購入もできず､農業生産は急激に減

退した｡燃料の不足のため､ポンプかんがいが困難となり,施設の機能が低下し､管理が十分で

はないため､施設は破損された状態の陥る一方,圃場での日常の生産活動が減少し,耕地の維持

活動も減退してきている｡

このため,これまでは政府の強固な農業支援の下で作物生産に携わってきた農民は政府の進める

市場経済化の流れの中､土地のみを与えられたまま丸裸の状態で自立を強要されている状態にあ

り,言わば｢市場経済への移行に伴う国家経済の荘乱が直接的に農民･農業に打撃を与えている

状態である｣と表現できる状況である｡農業生産機械やかんがい施設の更新のほか､作物の多様

化を含む営農技術の普及などの持続可能な農業に再生するための総合的な農業支援対策を講ず

ることが緊急な課題である｡

2.2 農産物生産

農産物生産は､国土面積の半分(52%)170万baの耕地で比較的集約的に栽培されていた｡果実,

ぶどう,ペリーなどの永年作物は14%(40万ba), 】0%は牧草で､残りの耕作地では穀物を栽培

していた｡工芸作物(オイルシード,甜菜､タバコ)は15-17%､残りの7%はバレイショ､野菜,
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飼料が栽培されている｡作物の輪作は過去の研究や科学的根拠によって決められ､輪作のロー

テーションは西欧に比べて長く､ 6-10年というのも珍しくない｡

近年は資金不足のため,農業生産に必要な資機材の不足､適切な管理の欠如､加えて､早魅の被

害も加わり農業生産は低下した｡このため､モルドバ政府は政府資金により種子開発を行い,自

由貿易によって必要な資機材を輸入し､市場の再構築等､土地の私有化を早急に図ることが必要

との認識を持っている｡

2.3 潅概及び排水

年間降雨量は同国北部で550m臥 南部で400mmであり､北部においては毎年半年程度､南部にお

いては10年間のうち6-7年,早魅の状態が生じる｡このように,降水量の季節変動が直接的に

生産を左右する天水農業からの脱却のため､モルドバ農業にとって港概は極めて重要な手段であ

る｡同国の年間水消費量の割合は次の通りとされている｡

農業 63%(このうち澄渡は53%)

飲料水など家庭用水 i5%

工業用水 14%

建設･運輸部門 8%

100%

農業が主要利水部門であるが､港概用貯水量は十分ではない｡同国の濯概開発は1930年代に始

まり,既存の最も古い施設はNislru河沿いにあり､約50,000baが澄渡されていた｡さらに,集

約的で組織的な開発は1960年に始まり, 1965-85年の20年間に200,000haが開発され, `91

年時点での総面積は220,000haに達している｡港概地域は48のサブ濯概地区に分けられ､個々

の港概地区の規模は1,300ba-20,000baである｡

同国の港概戦略は､ Nistm河とprut河に貯水可能なダムを建設し､副次的に年間を通じて枯渇す

る小河川に対して通水を可能にすることにある｡ウクライナの国境のOknistsaに大ダム''

Novonistrovskaya"を建設し, 45億m3を貯水し, 17万haの農地を港漉する計画やpmt河上流に

Kosteshte-Stenkaに大ダムを建設し11億トンの貯水をし70,000haの農地に港漉する計画もある｡

さらに,モルドバ最南部のDanube河から取水し濯概する計画があるが､まだ実行されていない｡

Nistru河及びprut河沿岸の南部地域､約50,000haを洪水を防御する一方､両河川の沿岸1500km

にわたって排水を完備する事業を実施した｡

港概方法は98%スプリンクラー港概であり､ドリップ澄渡も-部の換金作物に対しては行われて

いる｡特に､ドリップ港概では濯概水に有機物が多いため,ノズルをふさぐ状況が多発するため,

成功した実例は少ない｡
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2.6 農業の機械化

モルドバでは,旧ソ連邦時代､トラクタ-をはじめ農業機械は十分に供給されていた｡ソ連崩壊

後は,ソ連邦内共和国間の貿易は崩壊し､農業機械の価格は高騰し､農場に対する新しい農業機

械の供給は著しく減少した｡当初は若干の予備があったので､ 2年間程は持ちこたえることがで

きたが､燃料及び潤滑油は危機的に欠乏し, 1993年には崩壊前の30-40%,交換部品は30%を

確保するのがやっとであった｡その他,重大な問題としては､小規模農業経営に必要な小規模の

農業機械の確保が困難なことである｡このため,モルドバ政府は農業機械を製造するため3つの

国内農業機械製造組織を再構築することを決定した｡しかしながら,この計画は経済的に妥当性

があるのか疑わしいので,現在発展していない｡この為､対外的な協力が求められている｡

2.7 農産物加工

モルドバの農産物加工は大別して､ワイン製造と果実及び野菜の加工である｡ぶどう園はモルド

バの耕作地の1/7を占め､ 1976年には256千baに達したが,近年170-180千baに減少した｡モ

ルドバには150のワイン製造会社があり､モルドバワインの特徴は大きな生産能力を有する｡ソ

連崩壊後､資金不足のため十分にワインを生産することはできなくなった｡モルドバの最も有望

な分野で,政府もその発展に力を注いでいる,モルドバのもう一つの食品加工業はモルドバの農

場から生産される生鮮農産物である｡野菜生産は健在で,殆ど減少することもない｡港概をうけ

ている野菜は､ 1980年代では全野菜栽培の70%, 1990年には55%であった｡ 1983年から1991

年の間の期間においては,果実やペリーの生産は増加して､平均12.5ton/baで1991年から1992

年にかけて6･0-4･6ton/baに生産は落ち込んだ｡国内には23の国営缶詰企業がある｡缶詰加工

は100万トンをこし､そのうち港概による栽培野菜は630,000トン,そのうちトマトが535,000

トンである｡果実は410,000トンで､このうちリンゴが330,000トンである｡しかしながら,施

設はかなり老朽化しているので,将来,新しい技術によって大規模に改造しなければ現在の優位

性は､他のCISの国や近隣のブルガリア､ルーマニア,ハンガリー､ポーランドにとって変えら

れる可能性があると世銀レポートは指摘している｡

2.8 農業資金

急激なインフレにより､ 1993年の月平均20.5%, 1994年の第2,4半期3.0%,価格が上昇した｡

借入金の名目の平均利子率は1994年3月, 377%から同年7月79%に低下した｡ 1994年の前半

での利子率は非常に高い値を示していた｡ 1993年の中頃､農業に対する貸出しは､特恵的な扱い

を受けていたが,中止された｡このため,農業者は普通の商業に対すると同じ利子率で資金を借

りざるを得なかった｡そのため,直接の借入れは1994年中頃には中央銀行の借入れの20%に達

した｡国立モルドバ銀行(CNMB)によると､1994年前半期にNMBで発行された1億Leiの96.6%

は短期貸出しであった｡又､この時期の貸出しの54%は農業セクターを対象としていたと報告さ

れている｡農業に対する貸し方はAgmind Bankであり,モルドバにおいては最大の銀行である｡

農業資金については特に経済力のない農業者には特恵的な処理を講ずることが必要であり,対外
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経済協力は不可欠である｡

2.9 農業技術支援

市場経済において､農業･食品加工業省の役割は普及､教育,研究などに必要な公的支援を与え

ることである｡市場経済への移行は,農業･食品加工業省の組織及び機能に対し､大きな改革を

要求している｡政府の役割は市場経済においては少なくする様な方向にあることは必要である｡

1990年以来農業生産及び食品加工に対する直接の行政の機能は減退した｡しかし､政府は政策の

分析や､市場経済に対する普及に対して十分に行われているとはいえない｡これに対応するよう

な組織に改革する必要がある｡モルドバがグローバルな市場経済に対応するためには研究所の役

割も改善することが必要である｡ソ連崩壊前は研究所の予算はソ連邦によってまかなわれていた｡

多くの研究所は多くの科学技術者(一般的に一研究所当たり100名程度)により経済的にもうまく

運営されていた｡このうち,コーン研究所､ソルガム研究所及びワイン研究所などは､民営で運

営されている｡一般的に,研究所の商業活動に関する分野は民営,研究所の中核的活動は公的資

金で維持すべきである｡農業研究所の普及,教育は今後改善することが必要である｡研究と教育

との連携は,ウクライナ､ロシア､ルーマニアなど周辺諸国と協力することが必要である｡特に

当該市場における価格の公示,農地改革の方法,手順,農場の再構築,小規模農業生産者に対す

る技術普及などである｡

3.モルドバ共和国農業持続可能開発計画

3.1地域の概況

調査対象地域はモルドバ国全土にわたるので,既にモルドバ国全土の概況を述べたので,ここで

は重複するので省略する｡

3.2 計画調査の基本的な考え方

ソ連崩壊後､中央集権経済化から市場経済の移行はモルドバ国の虚業生産に悪い影響を与えた現

在の農業農村総合開発の問題点を整理し､将来に向けた対策を考える場合､農業全般にわたるマ

スタープランを策定することは極めて緊急の課題である｡その対策としては次のことが考えられ

る｡

1 )澄渡排水施設の更新,港概排水システムの合理化,近代的な水管理組合の再構築

2)合理的な土地利用計画の策定

3)農地私有化を促進するための機能的な行政組織の再構築

4)効率の良い農業市場システムの近代化

5 )小規模私有農家に適する小型の農業機械に対応する機械化体系の構築
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6)農業支援システムの再構築

7)小規模私有農家に対する農業資金システムの改善

8)農業研究組織の再構築

3.2.1

3.2.2

3.2.3

目 的

この調査の目的は次のように考えられる

1)モルドバ国における持続可能な農産業全般にわたる総合的な農業農村総合開発計画

の基本的な開発計画を策定し､モルドバ国側と協力して,開発計画の中に含まれる

種々のプロジェクトの優先順位付けを行い,最優先プロジェクトの中からパイロット

プロジェクトを選定する｡

2)選定された優先プロジェクトについて,フィージビリティレベルの調査を実施し､技

術的､経済的､財務的可能性を明らかにし､すべての点で良好なものを^oイロットプ

ロジェクトとする｡

3)調査の過程において､カウンターパートに対し､技術移転を行う｡

調査の対象地域

モルドバ国全土,約32,000km2を対象とする｡

マスタープラン調査

調査はPbaseI及びPhaseⅡからなる｡

1)マスタープラン調査(PbaseI)

この調査は調査地域の現況及びこの地域の開発を阻害している問題に対し,モルドバ

国農業･食品加工業省及び関係省庁と協力して持続可能な具体的な対策を作成し､農

業農村開発のマスタープランを策定する｡マスタープランの中の個々のプロジェクト

の優先順位付けを行い､優先プロジェクトの中からパイロットプロジェクトを選定す

る｡

このために,データ､情報を出来るだけ収集し､分析を行うと共に,既存の開発計画

をレビューし､問題点の解析及びその対策を作成する｡その際､地域的条件別(気候､

地形､標高など)及びサブセクター別(営農,畜産,普及,加工処理､マーケット､

農業研究組織,農民組織､潅概排水､農道,給水など)に問題点を整理,分析を行い､

持続可能な具体的なプロジェクトを策定する｡優先順位付けの基準は出来るだけ客観

的に設定する｡速効性､効果的であり,モルドバ国全土のモデルになりうるものから

選ぶことが必要である｡
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2)フィージビリティ調査(PbaseⅡ)

1)の手順をふんで選定されたパイロットプロジェクトに対し､フィージビリテイ･

レベルの調査を実施する｡この調査中,併行して次のような試験施設を設置する｡こ

の試験施設を設置することにより､具体的な施設を見せることにより,政府職員及び

関係農民を啓蒙することにも役立つこととなる｡ (詳細は添付資料のTerms
｡f

Reference for the Study on the Project of Agricultural Development in

Moldovaを参照されたい｡)

3.3 総合所見

農業生産体制の再構築にとって最も重要と思われる点は､国有地の民間への配分後個々の農家が

市場経済の中で如何にして自立していくかである｡今まで社会主義体制の中で経営意識の薄かっ

た農家の意識を変えていくという問題も重要なファクタ-であるが,基本的には持続可能となる

ような農業生産整備が必要と考えられる｡港概排水農業に必要な基幹施設は旧ソ連時代に作られ

ているが､維持管理が十分でないため,利用効率は低下している｡これらの施設を更新し､有効

に利用し､新たに構築する農業生産体制に組み込むことは緊急的課題である｡生産体制の再構築

には,ハードの分野として,ポンプ場,幹線港概施設以下末端に至る港概施設の整備,道路,ソ

フトの分野としては､集荷場,貯蔵･加工施設､農業研究組織の再構築､農民意識の改革､農業

組合の及び水管理組織の再組織化,流通機構等改善すべき点は多々あるが､市場経済化に伴う農

地の私有化政策に合致した農業開発を促進する上でここにあげたマスタープラン調査を行うこ

とは極めて重要と考えられる｡

(技術的可能性)

個々の技術についてはかなり高い水準にあると考えられるが､今後､マスタープランのような全

体計画を立てる上で外国の技術協力が必要となってくると思われる｡基本的な建設技術､管理技

術の蓄積はかなりあるように感じられた｡カウンタパートとしての相手国政府技術者の技術力に

関してはプロジェクト遂行上,言語(殆ど英語は期待できない)を除いて全く問題ない｡

(社会･経済的可能性)

モルドバ国の農業部門は自然環境に恵まれ､伝統的な重要な生産部門でN肝は全部門の40%,更

に食品加工業は20%を占め(1997年)
,生産は漸次,上昇している｡持続可能な農業にするた

めには､地域に港概排水施設,土壌防止施設の整備,農業支援体制の整備,更に,農地の私有化

を促進することは極めて緊急の課題で､モルドバ国農業にとって非常に大きな効果が期待される｡
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(現地政府)

当プロジェクトの担当の農業･食品加工業省はモルドバ同政府内でも強力な組織の一つである｡

農業生産体制の改善は円滑に市場経済に移行する上で極めて重要で､国家経済の安定には必須の

課題である｡この課題解決のための政府の意欲は極めて高い｡また､農民の意識も高い｡

同省は､市場経済化に伴う行政および経済の混乱の中で国家再建を進めるには,項実的に農業に依存せ

ざるを得ないとの認識から,農業強化･開発のフレーム作りを全国規模で早期に行う必要があるとの認

識を持ち､ここに提案した我が国よりの技術協力スキームによるマスタープラン調査およびフィージビ

リティー調査の早期実施に大きな期待をかけている｡同調査の実施により,以降の我が国をはじめとす

る国際機関や他諸概国からの支援の系統建てとしたい意向を持っている｡このため､早期に本件の正

式要請を挙げたい旨の説明があった｡
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ORGANIZATION STRUCTURE OF MINISTRY OF AGRICULTURE AND FOOD LNDUSTRY, MOLDOVA
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Figure 2. 1 Moldova: Agro-climatic zones.
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Fig･ 2-2
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A-.調査団員略歴

鈴木 靖四郎

B.調査行程

1983年6月

1992年10月

1995年10月

1998年10月

ハ○シフイツクコンサルタンツインターナショナル入社

)lcシフイツクコンサルタンツインターナショナル農業開発部課長

八○シフイツクコンサルタンツインターナショナル農業開発部次長

)loシフイツタコンサルタンツイ-ンターナショナル農業開発部プロシーェクト部長

年 月 日 曜 出発地 到着地 泊地 調査行程

'99 ll 30 火 成田 フランクフルト フランクフルト 成田-フランクフルト(LH711､1055'1450)

'99 12 ■ 水 フランクフルト テユニス テユニス
フランクフルト-テユニス(LH4048､

0955>1215)

農業省澄渡局ヘの表敬.討議

ー99 12 2 木 テユニス
在テユニス日本大使館表敬.打合せ､JⅠCA事務

所表敬.打合せ､農業省打合せ

■99 12 3 金 テユニス
農業省打合せ､農業省統計局での資料収集､日
本大使館打合せ

■99 12 4 土 テユニス Bizerle県農業局表敬.打合せ､現地視察

l99 12 5 日 テユニス 収集資料分析.整理

'99 12 6 月 テユニス Beja県農業状況視察

'99 12 7 火 テユニス テユニスでの農業関連資料収集､国際博力.港
外投資省での討議

'99 ー2 8 水 テユニス

在テユニジア国日本大使館ヘの報告.討議､

JICA事務所ヘの報告.討議､国際協力.海外投
資省打合せ

'99 12 9 木 テユニス フランクフルト フランクフルト
テユニス-フランクフルト(LH4047,1310>

1550)

'99 12 10 金 フランクフルト キシニョフ キシニョフ
フランクフルト-キシニュフ(RM864,

1430>]815)

'99 12 ll 土 キシニョフ 農業省表敬.打合せ,北部地域農業現況視察

'99 12 12 日 キシニョフ AKVAモルドバ打合せ,民営化事業事例視察

■99 12 13 月 キシニョフ 南部地域農業現況視察.討議

ー99 12 14 火 キシニョフ モルドバ囲農業省ヘの報告.討議

■99 12 15 水 キシニョフ キエフ キエフ キシニョフヰエフ(RM823､0735-0905)

在キエフ日本大使館報告

■99 ー2 ー6 木 キエフ フランクフルト キエフ-フランクフルト(LH3261,1410-1600)

フランクフルト フランクフルト一成田(LH9360,1740-1250)

ー99 ー2 ー7 金 成田 境内
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"dorsal", marks the southern1imit of cerealcultivation and defines the reglOn Where

ag【1Culture is the predominant occupation･ This is the Tell reglOn, Where the marly

clay soil is in general favorable fb∫ crops･ The increaslng aridity characteristics of the

south part from the udorsaln are transformlng rapidly the soils thin and sandy near the

desert･ This soutbe皿enSemble constitutes the 〟steppeり, where nomadic herding lS

predominant･ The appearance of pal皿grOVeS at the 200 mm isobyetal
marks the

northern limit of the desert･ So, Tunisia can be divided into three reglOnS: north,

central and south. The general division of Tunisia is shown inAnnex F12.

In the 70s and 80s, Tunisia has achieved impressive rates of economic growth, with

average of 6% per year of real increase in the GDP between 1973 and 1976, 6.6%

between 1977 and 1981･ In 1986, a decline in the agricultural output, the collapse of

the oil prlCeS and the fわreign exchange crisis caused a contraction in GDP of 1.6%,

but GDP growth recovered to l･4% in 1987, and was up at 3･1% in 1989 and 5･1% in

1990.

Droughts in 1982, 1983 and 1986 curtailed growth in the agricultural sectわr (the
central pillar of the economy) contributing with 15% of GDP in 1983, about 40% of

exports and up to 60% of employment･ Tunisia increaslngly bad to resort to food

importation･ Agriculture's poor perfわrmance resulted in mlgratOry process tO the

cities･ Tbougb the population of Tunis itself has grown by only l% per year since the

mid 70s, two
gouvehlOrat (Adana and Ben Arous) saw their population rise much

faster (by 8･4% and 7･6%
respectively).

The 4th (1973 to 76) and the 5th Development Plan (1977 to 1981) achieved growth

rates of 6% and 6･6% respectively, only slightly short compared to their targets･ The

6th Development Plan (1981 to 1986) was, however, far less successful. The growth

was negligible in 1982 and the GDP fell in 1986･ Over the 5 year period average

growth was 2･9% per year agalnSt the target of 6%･ Great part of this result was due to

exogenous factors - the drought, the oil prlCeS fall and the world wide recession
-

though the govemment critics pointed out to the overvalued Dinar and the price fixing

policies as causes for brakes on exports and production in all sectors･

Infrastructure, particularly in communication and housing, received the highest

prlOrlty, attracting over 20% of the investment in each of the plans･ Theaim was to

provide a base fb∫ the leading economic sectors･ Between 1977 and 1986, this role

was assumed by the industry, largely because of the agrlCulture sector frustration, that

bad a consistently poor perfb-ance･ Under the 6tb plan (1982 to 1986), the

manufacturing sector received 15･8% of the investment while the agricultural sector

received 15･6%･ This predominance was reduced under the 8th plan (1992 to 1996)
when manufacturing received 13･8% of a total investment

and the agricultural sector

19･2%･ Transport and communication accounted fわr 14･2% and bouslng 19･1%･ The

creation of employment, particularly for the large numbers drifting Into the cities from

ruralareas, was identified as the prlnCIPalaim･ At the same time, the government

sought to reduce the balance of payments deficits by import substitution of

manufactured goodsand boosting agrlCulturalproduction･
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TERMS OF REFERENCE

FOR TIIE STUDY ON THE

INTEGRATED RURAL DEVELOPMENT

IN INTEMEDIATE HIGHLANDS

IN THE REPUBLIC OF TUNISIA

Project Digest :

Project Title.'

Loca lion

The Study on the hteg工ated Rural Development

in bteⅡnediate Highlands in the Republic of

Tunisia

Republic of Tunisia, Gouvemorat of Bizerte,

l'Ariana, Zaghouan apd Siliana (Annex M-1)
Requesting/ImplementingAgency: Ministry of Agriculture, Govemment of

Republic of Tunisia (OrganizationChart -

Please referAnnex Fll)
Proposed Source ofAssistance: Government of Japan

Desirable Time of
Commencement: As early as possible

1 Background

1.1 General

Tunisia is situated in the north part of the A丘ican continent and has a total area of

155,566 km2 and a population of about 9.2 million inhabitants (1997),with a relative

population density of over 59 inhabitants/km2. Tunisia has a moderate relief with an

average altitude of less than 305 m･Lecated at the easternend of the HMaghrebn, at

the hinge of two Mediterranean basins (eastand west),
has a shore line of 1,300 km.

Tunisia coincides with the north-easternending of the two folds of mountains which

extend across Morocco and Algeria from west to east, gradually declining to meet in

the north-east Tunisia 〟dorsal乃,where the highest polnt is about 1,500m･

The 〃dorsalH, on central-west to north-east direction, ends in the Cape Bon peninsula

(A皿neX ど-1)･It is composed of small low chains separated by broad north-south

passes and inland basins, and marks an important climatic limit between the northern

Mediterranean type reglOnS Of the country and the much drier and barsber soutbem

reglOnS With their SabaraII Characteristics.

Tunisia has a climate in which maritime and continental Saharan influences confront

each other･ Maritime Tunisia is
warmthroughout the year, with little differences in

temperature and relative bigber rainfall for sedentary agriculture･ Inland Tunisia is

皿uCb more arid, with wide daily and annual temperature extremes, the largest being

recorded in the south (Gafsa region)･
Temperature tends to vary according to distance

from coast: Bizerte (on the coast)records
a monthly average of ll to 26 oC

while

Kebili (Saharan zone) presents an average of 9 to 32 oC. On the easterncoast,

maritime influences
provide a milder climate, with at least 300 mm of rainand heavy

dew during most of the year･ In the north, rainfall is irregular from year to year,with

the variations increaslng towards the south･ The 400 mm line, followlng the Tunisian
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The Annex T-1 (commercial balance) shows that only in 1991 the balance of the

agricultural products was positive, and after 1995 this deficit jumped up. In the same

Annex T-1, it is shown the export/import main products showing that the agricultural

production must be increased to
guarantee the national food securlty･

2 Present Conditions for Agricultural Development

2. 1 General

The agrlCulture has traditionally been the most important sector of the Tunisian

economy･ However, since the independence, while agrlCultural production has

increased, its relative contribution to the GDP has fallenfrom 56% in 1960 to only

15･5% in 19861 Production fluctuates markedlywith climatic conditions･ The country

is on the margin of rain fed cultivation due to the rainfall variation (averageof 400

mm in the north part and 200 mm in the south)･
Both, total rainfall and rainfall timing

are crucial fb∫ a good baⅣest･ Production fell by 12･5%血ring the drought on 1986,

compared to the preceding damp year. An excellent baⅣest fわllowed in 1987

allowlng Tunisia to achieve virtual self-sumcient in food, but hopes were

disappointed in 1988 and few later, by drought combined with the locust plague･

Production of cereals fell by 65% in 1994 and 1995･ Drought also interfered with the

production in 1989 and 1997. The evolution of the GDP contribution is shown bellow.

Unit:%

Sector 1960 1980 1985 1997

Agriculture 25 14 15 15

l∩d∪st｢y 12 25 24 28

Ma∩ufact∪re 8 12 12 14

Co∩st｢uctio∩ 6 6 6 6

Wholesalea∩dRetail丁rade 14 18 18 20

TransportandCommunication 6 5 5 7

Others 37 32 32 24

The problem of the climatic variability lS greatest in the south, on the edge of the

Sahara desert. Here, permanent cultivation is confined to the oases, with most of the

steppe glVen OVer tO pasture and inteⅢnitte山cereal cultivation. Traditional methods

of sbarecropplng and low productivity still prevail･ Along the coast, the Sabel zone,

olive is the main crop and the large plantations built up in the colonial period have

been returned to peasant farmers and most of the farms are small.

In the north, the uTelln, most of the land is held by large, mechanized and input

intensive farm1ng COOPeratives･ In Cap Bon, the east, there are commercial citrus

plantationsI About l･8 million ha are suitable for cultivation (63% of the total land

area),where l･5 million ba are under crops.
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Agriculture has been identified as a priority under the 7th, 8th and 9th Development

Plan, recelVlng about 19% of the total investment･ To overcome the problem of

climatic variability, to secure the agrlCulture to
reach the 4･4% annual g工OWtb target

set by the Development Plan, the government plans to extend the area under irrlgation･

Of the 9 million ha of arable lands, only 250,000 ha are under irrlgation･ The irrigated

perimeters provide the bulk of Tunisia's cashcrop for exportation and, in 1980,

accounted for 25% of the total agricultural production･ The 6th plan allocated 410

million Dinar to dam construction･ Tunisia,s 4th largest dam, at Siliana, was

completed in 1988 and others are planned in Sejnane, EI Houareb, Barbara and

Kairouan. Feasibility studies fわr two
other dams on the Souania and Zanfburrivers

are underway, together with dams at Kelibia in Cap Bon, four more near Kasserine

and smaller pro)ects in the south at Zel Ⅲlaga and EI Oudai･ Together, these

developments could double the i汀1gated area by the end of the century･

The food processlng Sector Was the core of the Tunisia manufacturing industry since

the independence, but it has being stagnated since the 80s･ Output of tomato

concentrate has leveled off at 53,000 tones,flour at about 470,000 tones and semolina

at 375,000･ Citrus fruit concentrate plants are planned and the government seeks to

expand tbe丘sb cannlng industry･ Powered sugar production increased from 72,000

tones in 1983 to 78,000 tones in 1995 and there is room for further pro血ction･ The

Beja sugar beet refinery lS now WOrking at full capaclty and there are plans to build

another planst at Bousalem (Jendouba Gouvernorat).

Olive oil is produced by nearly 1,200 oil presses, only 25% of which are classified as

modern by the government,and marketed by the National Oil Company･ Production

fluctuates with climatic conditions: 95,000 tones in 1985, 115,000 tones in 1987,

95,000 tones in 1988 and 75,000 tones in 1997･ In long term, however, the trend is

towards increaslng the production･ The industry has also been affected by the falling

demand and prices fわrolive oil, due to the competition with other vegetable oils･ This

problem has been compounded by the accession of Portugal, Spain and Greece (all
olive oil producers)

to the EC, the Tunisian main market. The EC commission has

tried to maintain a marked for 46,000 tones of Tunisian olive oil, but this quantlty lS

only bal一 the production in an average year･ The government is, consequently, trying

to reduce the production whilst diversifying it's market･

2.2 Agricultural Production

unit: x103 tones

Crop 1987-91 1992-96 1997-2001

G｢ai∩ 1,383 1,607 1,820

OliveforOiJ 563 740 890

Dates 71 77 95

Cereal is the most important crop, occupylng, in 1997, 26% of the cultivated area.

Durum wheat is the most important cereal, followed by barley and soft wheat, which
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is grown exclusively in the nortb･ Cereal production has increased since the

independence, reaching a peak of 1,820 tones in 1992-96, but there are marked

fluctuations in output due to the variable rainfall.

Dry legumes (lentils,broad beans, peas and beans) are grown in the cereal producing

reglOnS, With an average annual production of 45,000 tones of peas and 35,000 tones

of beans.

Fmit and vegetable production has increased between 1985 to 1997: potato from

150,000 tones to 180,000 tones, tomato from 420,000 tones to 440,000 tones and

sugar beet from 156,000 tones to 240,000 tones･ The vegetable production is expected

to increase by the expansion of the i汀1gated areas･ In a long ten, the government

plans to export early sprlng Vegetables to Europe･

Olive plantation was first developed during the 18th and 19th centuries, when

Tunisians sold olive oil to European soap manufacturers･ The number of trees grew

rapidly, during the French Protectorate, to 28 million in 1956, as the Europeans

established plantations with Tunisians working as sbarecroppers and baⅣesters･

Development accelerated after independence and by 1986 there were 55million olive

trees grown over l･4 million ba, over 50% of wbicb are in the Sabel･ Virtually the

whole baⅣest is processed fわr consumptlOn aS Olive oil･ Production varies also with

climatic conditions, falling from 155,000 tones of olive oil in 1984 to 90,000 in 1986

and 75,000 tones in 1995･ Even in good years, Tunisia has never attained its potential

as the largest olive oil producer in the world･ Aging trees and inadequate inputs

contributed to the low productivity･ Moreover, competition from other vegetable oils

and from olive oil producers within the EC, Tunisian main皿arket, has fわrced down

the world prices and restricted the volume of exports･ In response, the govemment is

reducing the production by paylng farmers to pull down old plantations and replace

with cereals･ At the same time, the productivity of the remainlng plantation is to be

improved by replantlng and the modernization of cultivation methods.

Citrus is the second most important tree crop･ Plantation was first established in Cap

Bon during the colonial period and have expanded rapidly since the independence･

The production reached 252,000 tones in 1986, 260,000 tones in 1989 and 210,000

tones in 1997･ They place heavy demands on the reglOn's water resources and

irrlgation now depends on water channeledfrom the Medjerdah valley by gravlty

canal･ Dates, cultivated in oases of Djeridand Kelibi, improve in quality and quantity

in dry years and the drought of 1986 gave a bumper harvest of 60,000 tones.

Production has increased by 27･6% since 1980 and further growth is anticipated as the

govemment exploits markets in EC. Production of dates was 75,000 tones in 1989.

Two main industrial crops have being grown: sugar beet and tobacco･ Attempts were

made to develop cotton plantations in the early years of the century and agaln in the

1970's, but they bad little success desplte the suitability of Tunisian climate･ Sugar

beet is grown around Beja, where it ismilled
and refined. The increase in production
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has restrained the growth of sugar imports and Tunisia has the potential to become

self-sufficient･ Tobacco production has stagnated at about 5,000 tones･

In Central Tunisia, there are large stands of esperato grass, wick is used in the

manufacture of high quality paper･ Production has fallen slightlyfromthe 100,000

tones haⅣested in the 1970s, as over-exploitation has reduced reseⅣes･ A large part

of the harvest is exported to Britain and the remainder is processed at Kasserine･ The

oak forests of the Khroumir mountains produce about 9,000 tones of corks. The

government now supeⅣises the exploitation of esperato grass and the cork forest to

ensure that resources are coⅢserved.

Livestock has long been an important part of the present economy in Tunisia and is

the main resource of communities living in the arid south･ Cattle are largely confined

to the north and now number over 1 million･ Most of the dairy herd is managed by

state farms, whose selective breeding and intensive rearing Practices resulted in a high

productlVlty･ Milk production has increased steadily from 113,000 tones in 1980 to

340,000 tones in 1986 and now meets 40% of Tunisian requlrement･ Sheep lS more

diffused, with the herd numbering over 6mi11ion, though this tends to fluctuate with

the climatic conditions･ Goats are often herded with sheep, particularly in the south

and center of Tunisia･ The herd has decreased in recent years, now standing at under 1

million, largely because the bigber prlCe Of sheep that makes goats less attractive

desplte their greater reSistant･ Moreover, the govemment prohibition of goat herding

in fruit and olive plantations has significantly reduced the area of goat pasture in the

Ⅲortb and in the Sabel･ There are several poultry factory fans, wbicb produce most of

Tunisian needs of eggs and poultry meat･ Total meat production has increased to

113,000 tones in 1989, and Tunisia is now self-sufficient in meat.

During the 6th Development Plan, fishery received considerable investment. A

cannery was set up in Mahdia and a refrigeration complex at Sidi Daoud (tunafishery

industry in center Tunisia).Under the 7th Development Plan some 20 new fishery port

are to be built and the existlng ports being工efurbished･ The government is also

investigatlng the possibility of transnational fishery companies and jointventureswith
Algeria, Mauritania and Italy･ Impressive growth has been achieved･ In 1980 the fish

catch was 60,000 tones,
rlSlng tO 93,000 tones in 1986 and 98,000 tones in 1989.

Production is estimated at 133,000 by the mid 1990s･ The g工OWtb target has been set

at 9･3% per year and the potential is even g【eater･ The industry employed about

23,000 peoples in 1990.

2.3 Water Resources

Asmentioned befわre, most part of the perennial rivers are concentrated in the north

reglOn･ The total volume of available water resources are about 4･6 billion皿3 per year･

At present, only 67% are mobilized (3.1 billion m3 per year).The official policy

encourages rational management of water resources by:

● introducing a wide program of water savlng, mainly in i汀1gation;
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● Implementation of Water Users Associations in the whole nlral sectors, to

contribute to manage water system･

But the major problem is the bad quality of ground water in the most important

reglOnS･ Salinity problems affect gouvernorat as Sfax, Sousse and Mahdia in the

coastal area.

2.4 Agricultural Production Structure

The agricultural production is mainly composed by the followlng:

unit:(xlO3ha)

P｢od∪ct Area %

Cereal 1,144 26

Pasture 367 8

Vegetable 75 2

Ma｢ketGa｢de∩ーng 132 3

Silviculture 2,702 61

TOTAL 4,420 100

2.5 Agricultural Mechamization

Equally important, the government has set about a major reformof the agricultural

sector･ The needs of peasant farmers, who predominate, were neglected during the

1960s and 1970s when large state farms were the vanguard of agrlCultural

development･ This emphasis is now changlng. The government has increased

producer prlCeS aS an incentive to peasant farmers･ Ultimately, producer prlCeSwill be

determined by the market･ The World Bank has provided a loan of 30 million Dinar to

support agrlCultural credits while the credit disbursal procedure is to be restructured to

allow peasant smallholders easier to funds. This will help peasant faⅡners to increase

their Inputs Of fertilizers and machinery･ Import restrictions on agrlCultural equipment

parts have been removed and the Ministry of Agriculture has glVen Seminars on

equlpment maintenance.

The large cooperatives (UCP) and state farms will, however, remain. These were

formed by the nationalization of 600,000 ha of forelgn OWed land in 1964 and cover

some of the best farmland in the country. Each UCP controls between 500 and 1,000

ha, organized around a Hgovernment coren responsible for spreading the techniques of

modernintensive mechamized farm1ng･ Peasant farmers have proved not cooperative

and the productivity is low, desplte Of the expensive lnPutSI The state farms have

concentrated on intensive meat, milk and poultry production･Although criticized as

inefficient, they have been successful as model farms leading and diffusing technical

lnnOVatlOn.
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2･6 Agricultural Processlng and Marketing

The total fruit exportation have doubled since 1981, earnlng 25 million Dinar in 1984,

47･1 million Dinar in 1986 and 54 million Dinar in 1995･ But olive oil exportation

have declined in 1997, reaching 288･4 million Dinar, in opposition to 305･3 million

Dinar in 1994･ On the other hand, cerealimportation has increased from 189 million

Dinar in 1994 to 275 million Dinar in 1997.

2.7 AgriculturalFinance

The planned investment for the agriculture and fishery sector during the 9th plan is

5,383mi11ion Dinars compared to 3,022mi11ion Dinar in the 8th plan and 1,842

million Dinar in the 7tb plan･ The prlVate investment will represent 51% of the total

investment in the 9th plan, as opposed to 45% in the 8th plan･ Grain production,

livestock, Emit production and fishery will absorb 61% of the total investmept

projected for the 9th plan･

2.8 AgriculturalEnvironment

The major problems in the agrlCultural sector are:

+ Erosion due to the irregular and violent rainfall, and low level of coverage

vegetation (only lO% of the total area.are covered now);
● Bad use of agricultural chemicals per farmer.

Erosion in Tunisia

Reg=)∩ しa∩d LigthErosion

P｢oblem

HeaVy∈rosio∩

Problem

%

ha(1) ha(2) ha(3) (2+3)/1

North 2,854,000 1,173,000 597,000 62

Others 13,546,000 2,370,000 925,000 24

TOTAL 16,400,000 3,543,000 1,522,000 31

3 The North Region

The north reg10n, for the Projectconvenience, will be divided in three sub-reglOnS:

east, central and west. Details are shown in Annexト2.

As mentioned befわre, most part of the water resources is concentrated in the Tunisia's

north reglOn･ The arable lands are mainly concentrated in the central and north reglOn,

but the agrlCultural production is mainly carried in the north reglOn･ TheAnnex T-2

shows the details of agrlCultural1ands, production examples and water resources･

It is clear that the development of the agricultural sector must be carried丘rst in the

north reglOn･ Itwill allow items as product diversification, thatwi1l secure the food

security in the country, the base to a sustainable development in all sectors･
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efficient marketing system must be developed internally to cover the inhabitants

needs;
+ Ruralinfrastructures: all the improvements that are in realization must be

analyzed to point Out deficiencies or inconveniences to elevate their efficiency･

The infrastructure must cover since the production
to the products sale in open

markets or others;
● Modernizatiop of the agrlCulturaL supporting services: the diversification and

modernization will demand a strong agrlCultural supportlng SyStem･ This system

must cover supports On machinery, Inputs, production technology, processlng, etC ;
･ Rural rlnanCe improvement: the financial system must be improved to allow

easier credits for the farmer･ This item will be extremely important for the farmers,

especially in the beginning;

● Natural resources conservation: the soil and environmental conseⅣation is the

main polⅢt Of this item;

5 Proposed Study Area

The study area covers 4 gouvernorat, located in the central north: Ariana, Bizerte,

Zaghouan and Siliana･ Those gouvernorat have a total population of 1,620,200

inhabitants, an area of 12,642 km2, with a relative denslty Of 128 inhabitants/k皿2. The

details are shown bellow.

Go∪Ve｢∩o｢at Area(kmZ) Population(x103)

96 97

Aria∩a 1,558 604.2 620.9

Zagho∪an 2,768 146.9 148.1

Bizerte 3,685 498.4 504.0

Silia∩a 4,631 249.2 250.2

Sub-total 12,642 1,594.7 1,620.2

T∪NISIA 155,566 9,089.3 9,214.9

More details are shown in Annex T-3 to T-8.

6 0bjectives of the Study

Based on the mentioned background, the major Objectivesof the Study are defined as

fわllows :

(1)To conduct a Master Plan Study in the central north sub十region of the Republic of

Tunisia, to identify the major problems and the respective prq】ects wbicb can tackle

and mitigate the exis血g problems for a sustainable integrated rural development

(Phase I Study);
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The Tunisian government has being introducing great efforts to the north region

mainly related
to the agriculture (dams, artificial lakes, irrigation,

etc.),industry
(creationof industrial parks),transport, education and tourism. A summary of the 9tb

Development Plan is shown inAnnex Pll.

Forelgn cooperation has being developed in the east sub-region in the forestry sector･

The Project for the Integrated Management of Model Forests are going tO be

developed by the cooperation of the Japanese gove皿ment (referencesin Annex P-2).

So, as a general view, the potential sector of the east sub-reglOn Can be characterized

by the tourism (as pointed in Annex F-1) that will be helped by the improvement of

road network, airports, railway, vocational tralnlng programs, etC. And the west

region, specifically the gouvernorat of Jendouba, Beja andLeKef are going tO be

benefited by the Japanese cooperation.

Efforts must be realized to link those two regions for a sustainable development･ So,

the central sub-reglOn must be developed in this sense･ The central subィeglOn

development will contribute to retain the inhabitants in the reglOn, not OVerCbarglng

other regions, mainly the east sub-reglOn･ But this target will be only possible with the

life standard elevation of the sub-region inhabitants. Consequently, the most efficient

way lS tO develop the agricultural sector, as the sub-reg10n is traditionally agrlCulturist･

4 Required Technical Assistance

For the sustainability of the north region development and for the national food

securlty, the necesslty Of a general plan that links all the sectors is evident･ The

forestry development in the west, the tourism in the east and all other improvements

that are golng tO be realized must be managed in direction to an emcient utilization.

In this way, the required assistance shall cover a wide area that includes fro皿Water

resources to the world market･ So, a Master Plan must be elaborated for an integrated

ruraldevelopment that must include the followlng assistance:

' Development and management plan for the water resources use: the limited

water resources of the country must be utilized efficiently･ The management must

be realized by basins linking the rivers upstream (west sub-region) and

downstream (eastsub-region);
● Agricultural development plan: diversification and 皿Odemization of the

agrlCulture is the main subjectsto be developed. The diversification must be

focalized to the world market and for the self-consumption (foodsecurity);
● Deyelopment plan in the social sector: the integration if the famers and mral

inhabitants in the modemization of therural areas must be carried in parallel to

guarantee the development efficiency. The social sector must include the

organization of the farmers to strengthen them;

･ Marketing: the marketing must be developed for the exportation and self-

consumption･ World market must be surveyed to point the world food consumptlOn

tendency selectlng the crops and products to be produced･ On the other band, an
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(2) To divide and prioritize the projects according to the necessity for the

development of the area and select the pilot prqject(s)which
have bigber priority and

feasibility to be implemented (Phase I Study);

(3) To analyze the feasibility of the selected pilot project(s)
identified throughthe

Master Plan (Phase II Study);

(4)To develop programs, plans and strategies in order to promote the sustainablerural

development, which can meet the conditions of the reforms that are being carried out

iⅢthe republic and correspond to the public needs (Phase I & ⅠIStudy);

(5) To make technology transfer to the counterpart personnel and to key persons of

the Study Area tbrougb out the course oftbe Study.

7 Scope of the Study

Tbe Study shall comprise of two phases (Phase l and Phase II)

7･1 MasterPlan Study (Phase I Study)

The Master Plan Study for the proposed Study Area will be conducted to study the

existing COnditions and problems of the Study Area and to identify suitable

countermeasures and the project(s)which can eliminate or lessen the major
constraints which restrict the central sub-reglOn development･ The sustainable

integrated rural development
prワjectswill

be formulated and pilot project(s)will be

selectedfor the next stage of the Feasibility Study･ For this purpose, the followlng

works shall be carried out in association with the related agencies.

(1) A皿eXtenSive inventory suⅣey shall be carried out tbrougb out the central sub-

reglOn in the north of the Republic of Tunisia to collect and review the data

and infわrmation and to analyze the existlng COnditions on the followlng major

items･ Apart from the above data, the followlng information shall be collected

on the followlng aspects Of the Study A工ea:

(i) Natural conditions including topography, geology, meteorology,

bydrology, water quality, etc･;

(ii) Water resources utilization survey, including actual related laws,

monitoring system and infrastructures (asdams, artificial lakes, etc.);
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(1) Intensive surveys in the priority areas and collection of additional data and

information necessary for the feasibility study

a) MeteorologlCal, bydrologlCal and water quality suⅣey

b) Soil, agronomical and land use suⅣey

c) Survey of irrlgation and drainage systems and on-farm irrigation
and

drainage facilities

d) uvestock suⅣey

e)
SuⅣey of agrlCultural processlng, and agro-industry

f) Survey of rural infrastructure including domestic water supply,

sanitation,rural electrification etc.

Eii

Gii

g

h

Marketingand social infrastructure survey

Rural credit condition survey.

(2) Analysis of data and information and fomulation of a detailed concrete

development plan for each pro)ect selectedinthis Study;

(3) To undertake a
preliminary engineering design for the various facilities of the

prq】ect;

(4) To prepare the cost-estimate for the selected project(s);

(5) To carry out the economic and financialanalysis of the project(s);

(6) To evaluate the socialand environmentalimpacts of the project(s);

(7) To prepare an optimum implementation program fわreach oftbese prqject(s);

(8) To establish a guideline for the water users association and irrlgation

department regarding the operation, maintenance of the irrigation system and

the effective water management practices;

(9) To propose the integration mechanisms for the research, educational and

SuppOrtlng Systems;

(10) To propose cooperation linkages with farmers, farmers associations and the

forelgn research institutions.

7.3 StudySchedule

The Study shall be carried into two phases; i･e Phase I and Phase II･A tentative Study

Schedule is shown in Fig 4.

7･3･1 Master Plan Study (Phase I Study)

The master plan study shall be carried out within a period of ll months, i･e･ field

work for 4 months in Tunisia and home office work for 3 months in Japan from the
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date of commencement,followed by 2 months in Tunisia and 3 months in Japan･ The

periods must coincide with the dry and wet seasons, being the dry season selected as

the first study period to make possible the access to all the study area without

problems.

7.3.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Followlng the master plan study, the feasibility study shall be ca汀ied out within a

period of 7 months, i.e. field work fTor3 months in Tunisia and home office work for 4

months in Japan.

Item
Phase1(M/P) PhaseI[(F/S)

ー 2 3 4 5 6 7 8 9 10 【Ⅲ 12 13 14 15 16 17 18

Phase【

PhaseⅠー l

tnceptjonReport △

ProgressReport【

ⅠnterimReport

Prog｢essRepo｢tⅠⅠ

DraftFinalReport

Fi∩alReport

7.4 Reports

The followlng reports Will be made by the Study Tea皿aⅢd submitted to the

Govemlnent Of Tunisia.

1) InceptlOn Report

Twenty (20)copies at the commencement of the Study

2) Progress Report (Ⅰ)

Twenty (20)copies at the end oftbe Field Work in Tunisia

3) Interim Report

Twenty (20) copies at the end of the Master Plan Study and the

commencement of Feasibility Study

4) Progress Report (II)

Twenty (20) copies at the end of the Field Work of the Phase II Study

in Tunisia

5) Draft Final Report

Twenty (20)copies at the end of the Home Office Work of the Phase II

Study in Japan

6) Final Report
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(iii) Social conditions including population, social organizations, education,

1and tenure, employment, socio-economy, etc･;

(iv) Agronomic conditions including soil, land use, soil erosion, soil

salinity, fa-lng practices and cultivation techniques, crops and yields,

extension, animal husbandry, livestock protection, etc･;

(v) Conditions of agrlCulture infrastructure facilities including
Irrigation

and drainage, farm roads, agricultural processlng, marketing facilities,

etc.;

(vi) Conditions of social in丘astructure facilities including transportation,

domestic water supply, rural electrification, sanitation, social welfare,

products storage, etc.;

(vii) Agroeconomic conditions including production cost, farmerTs

organizations, cost-benefit, socio-economy, etc.;

(viii) Market suⅣey including the world and inte皿al markets;

(ix) Actual agricultural supporting system condition;

(x) Actual rural credit system condition;

(Ⅹi) Environmental aspects

(2) Review of existing national and regional development plans

(3) Analysis of the major constraints which restrict the development of the area

(4) Identi丘cation of suitable countermeasures and the prq】ects to eliminate or

lessen these constraints

(5) Formulation of sustainable integrated rural development programs based on

the above data and information･ The development programs will be formulated

considering the fbllowlng aspects :

(i) Formulation of Basic Rural Development Plan

(ii) Identification of Area-wise prlOrlty Projects Which include various

components of the countermeasures wbicb can solve or mltlgate the

constraints of development.

(6) Tbese
prワjectsshall be prioritized according to their necessity and importance

and the selection of pilot project(s)for the Phase (II)Study shall be made.

7･2 Feasibility Study (Phase II Study)

Technical and economical feasibility of the selected pilot prqject(s)shall be ca汀ied

out coverlng the followlng aspects:
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Fifty (50) copies within 2 months after the receipt of comments from

the counterparts on the Draft Final Report･

S E5timated Prqject RequlrementS

S.1 Japanese Contribution

The Govemment of Japan is kindly requested for the technical cooperation through

Japan International Cooperation Agency (JICA) including dispatching the Study

Team, supplying the equlpment and other facilities mentioned below fb∫ the Study

and performing transfer of knowledge to the counterpart personnel of the Study･

8.1.1 Expertise fTorthe Study

The expatriate experts required fb工tbe Study will be as fわllows :

- TeamLeader

- Irrigation and Drainage Engineer

- Agricultural Extension Specialist

- Civil Engineer (Dam engineer)
- Meteorology and Hydrology Expert

- SoilandLandUseExpert

- GeologlSt

- Agronomist

- Livestock Specialist

- SociologlSt

- Rural Development Planner

- Design and CostEstimate expert

- ProjectEconomy and ProjectEvaluation Expert

- MarketingExpert

- Environ皿ental Expert

Total : 15 experts

8･1･2 Equipment and Other RequlrementS

- Personal computers with printer (3 sets)
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ー Necessary computer programs (bydrological calculations, hydraulic

calculations, etc.)
- Necessary survey equipment (waterquality, current meter, etc.)
- 4 W/D vehicles (fourunits)
- Copymacbine

- Otbers

8.1.3 Counterparts Training in Japan

Counterparts training shall be carried in Japan for 1 to 2
month(s) period about the

Advanced Cropplng, Water Management Techniques and Marketing in Japan･

8.2 Contribution from the Government of Tunisia

In order to facilitate smooth implementation of the Study, the Govemment of the

Republic of Tunisia shall take the fbllowlng measures :

(1) To secure the safetyoftbe Studyteam;

(2) To pemit the members of the Study team to enter, leave and sqjourn in the

Republic of Tunisia in connection with their asslgnment therein, and exempt

themfrom alien registration requirements and consular fees;

(3) To exempt the Study team from taxes, duties and any other charges on

equlpment, machinery and other materials brought into and out of the Tunisia

for the conduct of the Study;

(4) To exempt the Study team from income tax and charges of any kind imposed

on or in connection with any emoluments or allowances paid to the members

of the Study team for their seⅣices in connection with the implementatioⅢ of

tbestud;

(5) The following facilities and arrangements shall be provided to the Study Team

in cooperation with the relevant organizations :

- Data and information for the Study

1 Office
room(s) and materials

- Ⅰ･D･ Cards for the members oftbe Study

(6) To assign full time counterpart personnel to the Study Team during their stay

in Tunisia to play the following
roles as the coordinator of the Study･

- To皿ake appolntmentS, and set up meetlngS With the authorities, departments,

and firms wherever the Study Team intend tovisit.
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- To attend the site suⅣey with the Study Team and make arrangements fわr

the accommodation, getting Permissions etc.

- To assist the Study Team for the collection of data and information

(7) To make arrangements tO allow the Study Team to bring all the necessary data

and information, maps and materials related to the Study･
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ANNEX F-2

General Division of Tunisia

Political Division Hierarcky

Division for the Project

Tunis, Ben Arous, Nabeul

Bizerte, Ariana, Zaghouan, Siliana

Beja, Jendouba,しe Kef

QuantitofEachPoliticalDivision

Go∪Ve｢∩ora De[egatJ'On Secte∪｢ Commune

Bizerte 14 102 13

Ariana 12 85 12

Zaghoua∩ 6 48 6

Si‖ana 10 86 10

-L-LINISIA 254 2,072 257
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ANNEXT-1: Commercial Balance

Commercial Balance (xlOJ Dinar)

ltem 90 91 92 93 94 95 96 97 98

GlobalComme｢cialBalance

lmpo｢tatio∩ 4,818,568 4,757.222 5,638,850 6,237,234 6,647,318 7,464,100 7,497,843 8,793,524 9,489,500

Exportation 3,075,746 3,423,068 3,567,030 3,818,109 4,696,774 5,l72,900 5,371,937 6,147,887 6,518.300

Deficit
-l,742,822 -1,334,154 -2.071,820 -2,419,l25 -1,950,544 -2,291,200 -2,125,906 -2.645,637 -2,97l,200

ConversionTax 63.8 72.0 63.3 61.2 70.7 69.3 71.6 69.9 68.7

AgriculturalProducts

Importation 641,832 463,511 620,483 654,488 817,677 1,189,472 953.987 1,223,254 1,261,982

Exportation 365,849 547,837 385,858 458,715 652,953 552,983 442,250 727,649 674,738

Deficit
-275,983

84,326
-234,625 -195,773 -164,724 -636.489 -511,737 -495,605 -587,244

ConversionTax 57.0 118.2 62.2 70.1 79.9 46.5 46.4 59.5 53.5

Main Products of Exportation (xlOJ tones)

特
茸

l

く一

P｢od∪ct 94 95 96 97

OliVe 192.9 90.2 28.9 126.0

Fish 13.5 10.0 13.4 15.6

Dates 20.8 20.9 18.2 21.3

Orange 21.1 25.2 21.8 15.1

Main Products of lmportation (xlOJtones)

P｢od∪ct 94 95 96 97

Wheat 101.2 285.0 185.0 226.6

Barley 87.8 75.2 4.6 47.6

Co｢∩ 33.0 42.7 58.1 69.2

Potato 12.7 24.9 12.7 13.6

Coffee 15.2 24.4 16.1 22.7

Tea 19.3 10.7 16.7 23.3

Meet 15.6 ll.7 9.9 26.9

Mi一k 40.4 50.6 27.9 42.5

VegetableOil 91.6 111.0 112.6 99.6

Sugar 93.7 68.7 87.4 92.2

Soybea∩Ta｢t 36.5 28.8 40.4 72.5

Tobacco 14.0 16.1 18.0 24.8
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ANNEX T･2: General Agricultural Data

AgriculturalLands(1998inha)

Region
AgricuJturalLands

Forest Others Total
Cultivated Total

North 1,512,160 1,815,600 438,450 613,250 2,867,300

Centra一 1,906,910 2,267,870 181,990 1,131,740 3,581,600

Sol｣th 481,770 792,080 14,370 8,301,250 9,107,700

T○TAL 3,900,840 4,875,550 634,810 10,046,240 15,556,600

AgricuLturalProduction(l997)

Region
Ce｢eal Cow

(ton) (head)

North 683.20l 542,300

Centra一 77,165 168,450

South 5,497 12,170

T○TA｣ 765,863 722,920

Water Resources

Region
Superficial G｢ou∩dwate｢ Total

mCm % mCm %

North 2185 80.9 215 17.7 2400

Ce∩tral 290 10.7 272 22.4 562

South 225 8.3 728 59.9 953

TOTAL 2700 100.0 1215 100.0 3915
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ANNEXT-3: Temperature and Rajnfall in the North Region

Tempe｢atu｢e

Station 91192193 94195196197

TunisCarthage

Max

Min

41.7 39.2 41.7 40.2 39.7 40.9 40.6

3.0 1.6 2.6 5.3 4.5 4.8 5.0

AVe 18.9 19.0 19.7 20.7)20.2 19.6 20.5

Bize｢【e

Max

Mi∩

40.7 38.1 39.7 38.6i38.9 39.9 40.1

2.9 1.1 2,6 3.9
H

1.5 3.5 2.8

AVe 18.6 19.2 18.5 20.0 19.1 18.8 20.0

Je∩do∪ba

匡Eg
Mi∩

42.1 39.6 42.4 43.7 42.8 41.9 42.7

2.4 1.0 1.2 3.4 1.5 1.9 1.6

AVe 18.2 18.5 19.0 19.7 19.4 19.1 20.0

Taba｢ka

Max 37.1 36.9 35.1 37.5 35.8 37.0 36.8

埋坦_
AVe

4.6 2.9 5.3 3.5 6.4 6.3 6.0

18.3 18.1 18.9 19.6 19.2 18.9 19.7

Thala

Max

Mi∩

AVe

37.6 34.8 37.5 36.6 36.1 36.1 37.4

0.1 0.2 0.3 1.7 1.4 0.6 1.9

14.4 15.2 l5.3 16.2 15.8 15.2 15.3

Sidl'Bouzid

Max

Mi∩

41.7 39.8 42.9 43.3 41.6 42.8 43.9

1.2 0.8
-0.1

2.1 1.4 2.9 1.2

AVe 18.5 18.7 18.9 20.2 19.8 19.6 19.9

Kairouan

型堅
Min

AVe

43.2 40.4 42.7 44.7!41.9 43,2 42.9

3.5 1.8 2.2 4.2 r2.6 4.8 5.3

20.1 20.4 20.8 22.4 21.5 21.2 22.1

Rainfall

Station 91 92 93 94 95 96 97

TunisCarthage 564.5 535.6 362.3 277.4 293.5 576.0 525.8

Bize｢te 681.0 672.0 485.0 360.8 484.1 761.4 769.0

｣e∩douba 492.3 433.2 339.9 362.6 464.8 467.7 633.7

Taba｢ka 1009.0 996.3 467.8 587.5 ∃841.6 1175.7 1040.8

丁hala 489.6 672.1 352.9 320.1 405.4 375,8 476.3

SidiBouzid 449.9 399.2 295.6 221.5 271.3 303.9 299.2

Kairoua∩ 324.3 310.8 295.9 313.2 350.6 356.1 448.8
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ANNEX T-4: Agriculture in North Reg10n

AgricuJtura]Landsー1998inha)

Go∪Ve｢∩o｢at
Aqric∪lt∪｢alLa∩ds

Forest ○the｢s
Cultivated Total

A｢ia∩a 97.400 110,000 6,390 14,560

Bizerte 180,390 201,870 30,720 91,290

Siliana 239,900 313,000 75,200 43,000

Zaghoua∩ 144,140 185,000 37,000 50,000

Total(North) 1,512,160 1,815,600 438,450 336,750

rCrop (1998 in ha)Cult】VateCIAreaPertjrOPtlUtlt)[nna1

Go∪ve｢∩o｢at Ce｢eal Past∪｢e Vegetable Others TOTAL

A ｢la∩a 48,510 16,200 1,700 35,980 102.390

ze｢te 82,350 47,160 14,790 44,510 188,810

lia∩a 170,790 30,120 2,580 61,580 265,070

Zaghouan 88,290 19,730 1,190 41,700 150,910

丁otal(North) 881,610 217,150 60,290 418,910 1,577,960

ANNEX T-5: North Reg10n Schools

NumberOTr)rlmaryミ5CnOOIS

Go∪Ve｢∩orat 92 93 94 95 96 97

A rlana 157 156 157 164 166 1(∋6

Zagho∪a∩ 97 99 104 108 108 109

ze｢ーe 199 205 206 210 211 212

liana 180 181 183 186 187 187

TUNISIA 3,940 4,044 4,164 4,286 4,349 4,388

NumberofStudentsGraduatedinAgric∪lturalSchools

Location 93 94 95 96 97 98

EIFahs 66 71 79 40 66 30

E[Alia 48- 50 46 50 58 17

Testo∪｢ 46 24 35 50 46 31

丁hibar 28 18 21 24 27 22

S●BouRouis 23 20 50 38 32 24

NumberofStudentsGraduatedinAgricu[turalFaculties

LocatJ'On 93 94 95 96 97 98

ESIERMedJ'eZEIBab 6 13 19 21 41

lSPTabarka 14 18 42 EEL 17

ESAMate∪｢ 18 18 22 29 41

∈SALeKef 20 17 41 22 36

ESIATunis 17 20 57 26 37
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ANNEX T･6: Hospitals in North Reg10n

Number of Hospitals (Public)

Go∪ver∩orat
Numbe｢of

Bed

Bedper

1000

inhabitant

Ge∩e｢al
Specialize

d
Regー0∩al Local Centers

A｢ia∩a 1,153 1.85 0 3 0 2 55

Zaghoua∩ 146 0.98 0 0 1 1 45

Bizerte 849 1.68 0 0 2 5 89

Siliana 268 1.07 0 0 1 7 82

TUN]SfA 15,931 1.72 10 10 29 113 1,886

●t ls (Private)NumberO一日OSPlta.lSl｢rlVateI

Go∪Ver∩orat
Consultation

Room
○紺ces Cli∩ic Dentist

A rla∩a 233 EEEl 1 63

Zagho∪a∩ 24 16 0 2

zerte 133 65 2 35

liana 19 16 0 6

TUNIS[A 2,978
.1,294

58 801

ANNEX T-7: Employment in North Reg10n

Employment

Go∪Verno｢at 91 92 93 94 95 96 97

Ariana

Demand 6,345 7,568 8,920 10,658 ll,349 ll,127 15,389

Offer 2.477 2,598 2,871 3,151 4,401 4.049 4,056

EmpJoyed 2,490 2,488 2,890 3,231 4.l32 3,461 3,431

Zagho∪a∩

Demand 2,400 4,097 4.419 3,963 4,256 4,418 5,836

Offer 634 963 829 943 1,259 1,291 1,128

Employed 586 912 802 960 1,114 1,359 869

Bizerte

Demand 9,910 9,608 8,803 10,426 12,820 12,357 18,417

Offer 4,795 4,391 4,036 5,○73 6,260 5,119 5,145

Emp一oyed 4,489 3,989 3,906 5.436 6,148 4,886 4,572

S=a∩a

Demand 3.080 3,283 3,417 3,237 3,438 4,477 4,421

Offer 1,742 1,288 1,344 1,627 1,496 3,010 1,928

Employed 1,719 1,257 1,344 1,627 1,203 3,130 1,800

丁UNISIA

Demand 133,072 l36.885 142,223 160,200 189,686 180,853 225,290

Offer 68,620 65,292 68,099 76,559 103,027 84,990 71,860

Employed 64,325 61,415 65,484 81,653 94,381 76,758 65,901

ANNEX T･8: Communica■【ion in North Region

Communication:NumberofTelephonesbvGouvernorat

Go∪ve｢∩orat 92 93 94 95 96 97 ∩hab.什el(97)

Aria∩a 35,857 40,179 45,533 50,208 57,016 64.566 9.6

Zagho∪a∩ 2,328 2,604 2,939 3,254 3,897 4,040 36.7

Bizerte 16,767 19,908 21,929 23,297 25,821 28,613 17.6

SiJiana 2,773 3,469 3,870 4,136 4,395 4,986 50.2

T∪NISーA 374,848 421,362 474,253 521,742 585,238 654,186 14.1
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Strategy and Regional Development

Main prlnCip]es:

･ Set a regIOnal developme□t strategy based on the endowments of each reglOn, its potentialities and

its most promlSlng activities;

･ Pay particular attention to reglOnS deprived of the basic prerequlSlteS Of development;

･ Create spirit of collaboration and solidarity between regions Sharing similar problems or facing

common temporary or structural difficulties･

Base of the development work at reglOnal level:

･ Make the work comprehensive in terms of content and geographical distribution;

･ Give special impetus to山e western regIOnS Which will be be□efited from a large share of public

iIIVeStment i□ infrastructure and community services. Ⅰ【should be noted that these areas will

receive a major portion of the funds allocated to the agricultural sector (dams of Sidi Barrak,

Barbara and Zarga, 80 smaller dams and 226 artificial lakeswill be built in addition to the creation

of irrigated agriculture zone covering 12,000 ha)･TTle area's road networkwill also be improved

and about 50% of the funds allocated to farm roads and 60% of the funds for regional programs

wi11 go to the western reg10nS･ Two university campus will be created in Jendouba and Gafsa, and

smaller units in other regions. Special attention will be given tO areas Sharing specific

cbaracteristics such as the Gafsa minI□g reglOn, nOrtbⅥ′est mountainous reglOnS and the border

reglOnS Of the center-west･ Particular effortswill be undertaken to diversify activities in these

areas and to further integrate them into the national economy;

･ Continue and intensify the coastal region developmerlt tO Prepare them to face future challenges,

and improve their competitive capacity.Transport infrastructurewill be reinforced through the

extension of the divided highway system, the construction of a second rail track between Tunis

ans Sousse, the extension of the alrpOrt Of Tunis, Monastir and Jerba, the creation of new

industrial parks, the extension of university campus, the creation of technologlCa] institutes

a11d the diversification of yocatiollal trailling program.

･ Develop the hinterland or centra) regions Of the country to relieve pressure on the coastal areas･

To that effect, the east･west road networkwill be reinforced and new industriaJ zone5wi11 be

created in Mezel Bourguiba and Kandar, in the same way that similarzones had been created in

Beja, Mateur, Kairouan and Medjez el Bah during the 8th plan･
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RELATED PROGRAMS
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ANNEX P-2: THE PROJECT FOR THE INTEGRATED MANAGEMENT OF MODEL

FORESTS

Imp･1ementation Agency: Ministry of Agriculture (GeneralDirectorate of Forest)

Finance Agency: former OECF (actualJBIC)

Prqject Period: 5 years

Objectives

LengTerm ShortTerm

●Reducetheerosiona□dit'sdirectconseque□ces ●Ⅰ□troduceaparticlPatOrymanagementOf

onthesoilfertilityanddamdurabilicy; integratedforestcommumtyspaces;

'Improvethelifeconditionsoftheinhabitants; ●Ⅰncreasethepopulationconcernonthe

･Increasetheforestrevenueinthenationa1 realizationofdurablemanagementofforest

economy. resources;

'Improvementoftheforestmanagementasmuch

asforcomplemen(arytechnicalknow)edge

acquisitionasforstrategicstudiesrealization.

Aimed Results

●

Approach ofa concrete intervention by the forest maDageme□t;

● Organize the user population for the possibility of auto-development;

' Rationalize a integrated community Space in part of the forest, or out of it, according to the

development plan;
● Promote the private Sector;

｡ Valorize the forest resources by a rational exploitation;
' Improve the forest population life conditions;
･ Protection of the forests around the Sidi Barrak and Oued Barbara dams;

･ Fire control in the forests;

･ Realize researches adapted for the area to improve the technical knowledge;

｡ Strate ic studies to or anize the forest activities in a re ional and national level.

Target Area

Site GouVer∩o｢at ¶talArea(ha) Fo｢estArea(ha) Population

SidiBarak Be ●a★ 32,213 17,500 34,672

○uedBarba｢a Je∩douba★ 10,500 6,500 ll,928

○∪mD -edo∪r Kasserine 69,200 17,814 10,813

KefS∪d ｣eKef★ 112,463 17,700 3,300

TOTAL 224,378 59,514 60,713

Note:
*
Situated in the North Region

Budget

unit: xlOコDT

ltem ○ECF TUNISTA Beneficiary TOTAL

l∩frastr∪ct∪re 25,611 13,872 3,447 42,930

Contingency 4,746 2,570 639 7955

TOTAL 30,357 16,442 4,086 50,885
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TERNIS OF REFERENCE

FOR THE STt]DY ON

THE PROJECT OF SUSTAINABLE AGRICULTURAL DEVELOPMENT

IN MOLDOVA

Project Title:

Location

Requesting Agency:

Proposed Source
ofAssistance

:

Desirable Time
ofCommencemen[:

The Study on The Prqject of Sustainable

Agricultural Development in Moldova

Republic of Moldova

Ministry of Agriculture and Food

Govemment of Japan

As soon as possible

1 Background

1.1 General

With a total area of 33,700 km2 and a population of about 4.3 million,

Moldova has a relative population denslty Or over 130 people/km2. Located in south-

central Europe, sharing borders with Romania and Ukraine, Moldova is basically a

agricultural country with more than half of the population livlng ln rural areas and

over 85% of the land being used fわragrlCulture.

Since the proclamation of independence in 199l. with Lei as its national

currency, Moldova was hit by a series of internal and extemal shocks, from which itis

slowly recovering. In Soviet times the county depended heavily on imports of energy

and grain from other republics, while exportlng meat, fruit, wine and tobacco･

Irrigated agriculture had a major role play ln the production of fruits and vegetables

and many large irrlgation schemes were constructed durin望the 1980s･ However, by

1996, implementation of stringent monetary and fiscal policies appeared to have

achieved considerable success. Gross National Product (GNP) is estimated to have

been US$3,853 mi11ion or US$870 per head in 199ヰ. Presently, administrative

structure of Moldova consists of 40 regions, Called Raions. with Chisinau, as national

capltal.

Agriculture presently accounts for about 45% oF GDP and agroindustry

accounts fわr about tlalf of the 40% of GDP pertaining to the industrial sector･ The

predominance of the food-processlng Sector makes industrial output very dependent

upon agrlCultural output. The Government of Moldova maintains a highprlOritvfor

the agricultural development in the nation as a ､､･hole to boost up the fTood production

and also to recapture its position as an exporter of agricultural produces as in the

previous era, but with new markets and produces of higher､'alues･

The most important prlOrit)∫or Moldova is to de､′･elop and to complete refわrms

aimlng at effTectivel＼'boostin巳the agrlCultural production consistently ln a long term･
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This progra皿muSt be incorporated with the model of sustainable agrlCultural

development fわra pilot reg10n at丘rst.

2 Present Conditions of Agriculture and Constraints for Agricultural

DevelopⅡlent

2.1 Gemeral

Cli皿ate Of Moldova is moderate continental as it is located near the

Carpathian mountains and the Black Sea. Due to these factors, the climate ofMoldova

is noticeable by its long warmperiod in the summer, and shorter and warmer winters

than in other East European countries. The average annual rainfall is around 530 mm.

Relative humidity lS quite high: about 66% during the summer and about 82% during

winter･ Generally there is a humidity deficit in Moldova during theperiod May to

September, because the evapotransplration is higher than the amount of preclpltation.

Thus, Moldova is a zone with
an humidity de丘cit.

By nature, agriculture has long been considered as one of the Moldova's most

basic and potential sectors, as the country's fTavourable meteo-hydroloE:ical conditions

and good soils have permitted the cultivation of a wide variety of crops. Agricultural

lands total 26 million ha, which in turn make up about 75.5% of the total area of the

country. There are nearly 17.7 million ha of arable land alld about 0.39 million ha of

perennial crops. Pasture and grazing land cover about 0.37 million ha or 10.9% of the

total land area･ The country has substantial fTorest reserves with roughly 9.9% of the

countryls territory, or O･33 million ha, under forest cover. The land use patternis

shown in Table 1
･ In the last 20 years, many changes occurred in land use, particularly

a decrease of the area used fわr agrlCulture and an increase of the area of pastures and

grasslands. Out of 1774 thousand ha of arable land 80% is classified as of fTertile

chemozem soils.

2.2 Agricultural Production

The crops presently produced in Moldova are to a large extent a legacy of the

Soviet era when production was centrally planned. Present agrlCultural outpしIt Or

2282.5 million Lie is only 47% of the 1990 level, despite the fTact that crop output

increased as a proportion oftotal output fTrom 60% to almost 70% between 1991 and

now. The situation is inevitably caused by a chaos during the transition period for

implementlng the market economy and privatization. The newlv formed channels of

supplies and procurements are very inconsistent in structures and prlClng Stabilitv.

Meanwhile, it is insufficient to promote and to compensate for the disintegration of

the large scale and low production collective farms at the meantime.

The main reasons for low Yields in annual fわod crops, apart from poor

irrlgation and drainage system efficiency, may be listed as inadequate agronomic

practices, improper cropplng Pattern, unsatisfactory field operations. substandard seed

qualitv. deficient fertilization, weed control, crop protection and high harvest losses.
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3) Farm surve),s

Apart from the above data the fbllowlng information shall be collected on the

fTollowlng aspects Ofthe Study Area

(i) Natural conditions including topography, geology, meteorology,

bydrology, water quality etc.

(ii) Social conditions including population, social organizations, education,

1and tenure, emplo)'ment, socio-economy etc.

(iii) Agronomic conditions including soil, land use, soil erosion, soil

salinlty, fhrmlng Practices and cultivation teclmiques, crops and yields,

extensioll, an血al husbandry, livestock protection etc.

(iv) Conditions of agriculture infrastructure facilities including irrigation

and drainage, fTarm roads, agricultural processlng, marketing facilities

etc.

(v) Conditions of social infrastructure facilities including transportation,

domestic water supply, rural electrification, sanitation, social welfare

etc.

(vi) Agroeconomic conditions including production cost, farmerrs

organizations, cost-benefit, socio-economy etc.

(vii) Environ皿ental aspects

(2) Review ofexistlng development plans in the Study Area

(3) Analysis of the major COnStraints which restrict the development of the area

(4) Identification of suitable countermeasuresand the projects tO eliminate or

lessen these constraints

(5) Classification of areas according to the similarlty Of constraints fわr

development

(6) Formulation or sustainable integrated agrlCulttlral development programs

based on the above data and information. The development programs will be

formulated considering the 氏)1lowlng aspects:

(i) Fomulation of Basic Agricultural Deヽ･′elopnlent Plan including the land

use plan fわrthe sotlthern reglOn

(′ii) Identification of Area-wise pr10rlty Projects Which include various

components or the countermeasures. tvhich can solve or mitigate the

constraints ofdevelopment as mentioned below:

i) Agricultural development and impro､'ement includin巳 farmlng

techniques. agrlCultural extension. agricultural processing. marketinピ.

and farming Organizations

ii) Restructurlng and development of agricultural inftastructure

facilities ､＼,ithrespect to water resources. ravine reclamation. on-farm

irrigation system. surfbce and subsurf-ace drainage, land reclamation

etc.

iii)Development of social infrastructure flacilities such as rural roads,

domestic water supplies, sanitation, rural electrification etc.
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The main reasons fわr low yields in potato and beet production are believed to be due

to low yielding varieties, losses from pests during harvest and lack of marketing

opportunities･ Shortage of energy, fuel and spares for irrigation and farm machinery

reduced the output of agrlCulture･ Unavailability of good quality seeds attributed fわr

low production levels in potatoesI The cropped areas and average yield of ma)or crops

are shown in Table 2 and Table 3, respectively.

2.3 Water Resources

Moldova's geographic location (between the tvv'o
rivers, Pmt and Nistru)

determines the specific structure of surface water resources. Almost 92% of volume

correspond to the water conveyed by Nistruand Prut. Surface water is available in 4

basins viz Nistru, Prut, Danube and Black Sea. In total there are 3,621 different

streams･ The total volume of available surface water resources is 8･1 km3･ At present

the irrigation efrlCiency remains at a low level of 20-30%. Because ofmineralization

and chemical composition, the water quality of the local reservoirs is not highly

suitable for imgation･ The ground water resources are about 1 km3/year, which is

mainly used fわrdriliking and household supply, The major COnStraints in agrlCultural

development and management of irrlgation and drainage systems can be listed as

fTollows.

･ Deteriorated condition of irrigation and drainage infrastructure due to insufficient

finance available fわrproper operation and maintenance.

● Absence of organizations such as Water Users Association to introduce discipline

in water use and system operation and maintenance.

･ Lack of extension services in effective water management practices fわr the new

individual private farmers.

･ Lack of market fわrselling and buying the water and the unwillingness of the first

time farmers to accept the basic economics of irrigation water.

2･4 Structure of Agricultural I'roduction

Befbre the refわrms, state owned land (state farms and other state enterprises)

made about 32.3% of the agrlCultural land and collecti､-e farms comprised 59,4%.

Household plots were allocated 813%･ Now, the state farms and enterprises (㌔_publicly

owned land) now col-er only 4.5% of the agricultural land area, with the remaining

agricultural land nou` in the private Sector. However, despite the distribution of land

share certificates, a一most 90% of the prlVate land is stillfarmed collectively. either as

collective flarms, or under various new shareholder structures such as co11ecti＼refarms,

or under various ne､v shareholder structures such as Joint stock companies,

agrlCultural cooperatives and limited liability structures. Present land ownership

pattern is presented in Table 4.

2･5 Agricultural Services

ln the past, agronomists and other specialists pro､-ided technical inputs at the

collective and state farm level, while some 1,000 technical staff were located at the

district level under the profTessional direction of the Ministry ofAgriculture. However,
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the farm and district level teclmicians were largely
responsiblefor managlng and

implementlng programs and plans rather than providing extension seⅣices･ At

present, the trained specialists have o鮎n become shareholders and managers in the

new farmstructuresand are continulng tO Provide some teclmical input, including to

small prlVate farmers in some cases if they are so inclined. However, there is no

national extension system, and no fわrmal structure to provide advice. Nevertheless, a

cadre of farmer teclmicians exists, although substantial trainlng would be required to

adjustto the concept of serving the farmer rather than managlng the sector, if they

were to form a future extension service.

2.6 Agricultural Mechanization

The major COnStraints of mechanized agriculture that hasten the rapid

agricultural gro叫h are total absence of smaller scale and smaller capaclty machines

and equlPment, inadequate spare part supply,fuel and lubricant supply, poor quality

of machines, irresponsibility of producers in providing after sale service,and

improper care for the machines by operators and farm managers

2･7 Agricultural Processing and Marketting

Moldova's processlng industry lS Currently operatlng far below capacity. Fruit

and vegetable canneries operate at 39%,flourmills at 39%, sunnowe oil plants at

15% and sugar beet at 80% of their design capaclty. Altbougb Moldova has a

comparitive advantage in fruit and vegetable production, it suffTers from inefficient

processing and packaging.Hence pro)ects have to be planned to provide assistance to

marketing and agricultural-processlng activities such as export promotion, provision

of weekly market infわrmation on丘.uits and ､′egetables both fらr export and domestic

markets, training Of producers, traders, and processors. marketing extension and

practical marketing training and demonstration programs. and studies and tecclmical

assistance fわrcanneries.

2.8 Agricultural Finance

Agroindibank. which is now an independent bank with branches in each

district (40),and ageIICies in a number orvillages (110) is operating to proヽ′ideloans

fTorsmall equlpment and fわr the purchase of seed, fTertilizerand fhrmfuel. However､

fTor small fTarmers. there is a little opportunity for obtainlng formal credit at present

and sufrlCient medium or long-term credit is not available fわr purchase of irrigation

equipment. Insufficient short term credit fわr seasonal inputs does not allow the

farmers to derive full bene{ltS ftom the agrlCultural investments. Despite Of its

important role, in the new situation ofModovan agriculture, a sound financial system

for effectively supportlng the agricultural production of farmers is presently found

lacking.
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2.9 Agricu]turaI Environment

Soil erosion has become a major Problem of the ma)or soil types because of

their丘agile structure, particularly when compounded with other factors such as

defbrestation. Their fragile structure also makes them susceptible to damage from

i:rom inappropriate methods of irrigation and any Irrigation on slopes of greater than

5% slope should be undertaken with extreme care. Where sprinkler i汀1gation

methods are practiced these soils are susptible to damage due to too large size of the

droplets.

The Nistru and Prut rivers are polluted with oils, metals, phenols, nitrates and

organic皿aterial丘.om industry and agrlCulture. Groundwater is reported to be more

seriously polluted and unfit fわr human consumptlOn, although Moldovan does not

allow itlaw to be used fわrirtlgation.

3 Required Technical and FinancialAssistance

Moldovae has embarked on a historic and difficult economic transfわrmation

and agricultural refわrm. Japanese technical and financial assistance can ensure that

this refbrmprocess is successful and contribute fわr increaslng the Moldovian

agricultural production in general and the SouthernreglOn in particular. In specific,

assistance is urgently needed fわrthe fbllowlng actions.

l. Fomulation ofa master plan fわrthe agrlCultural development in Moldova.

2. Preparation of a suitable land use plan based on the survey and mapplng

or land suitabilit†,
(J

4

5

′0

7

Establishment of a development plan of water resources fToragrlCultural use

Establishment of a proper
fhrmlng System and proper cropping Patterns

Establishment of effective agrlCultural input supply and product marketing

SystenlS

Establishment of a proper development plan of rural communities fわr the

pro)ect management

Modernization of agrlCultural supportlng Services such as seed industry,

agrlCultural processlng. and machinery maintenance.

Design ofeff-lCient agricultural finance system benefiting prlVate farmers

Promotion ofen＼'ironmental friendly agrlCulture methods

10, Establishment of monitorlng System for controllin(i the use oF agrlCultural

chemicals

ll･ Establishment agrlCultural statistical services and modernization oF

agrlCultural education. research and extension ser､'ices1

12. Trainlng Of proftessionals in agrlCultural research. extension and

administration.
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4 0bj ectives

Based on the above background, the major Objectivesof the Study are defined as

follows:

(1) To conduct a Master Plan Study in Moldova, to identify the major problems and

the respective pro)ects, which can tackle and mltlgatethese problems for the

sustainable integrated agricultural development (Phase I Study)

(2) To divideand prioritize the projectsaccording to the necessity of the project
for

the development of the area and select the pilot project(s)which
have higher priority

and fTeasibility to be implemented (Phase I Study)

(3) To analyzethe fleasibility of the selected pilot projects
identified through the

Master Plan (Phase II Study)

(4)To make teclmology transfer to the counterpart personnel and to the farmer leaders

orthe Sttldy Area tb∫ough out the course oftbe Study

5 Proposed Study Area

The Study Area covers the entire Moldova with an area of approx. 33,700 sq.km.

The Study Areais shown in Fig. 1.

6 Scope of the Study

The Study shall comprise Oftwo phases; i.e.,Phase Iand Phase II.

6,1 Master Plan Study (Phase I Study)

The Master Plan Study for the proposed Study Area (entireMoldova) will be

conducted to identify the potentials and present conditions as well as problems in the

Study Area and to plan suitable measures for maintaining the resources and improvlng

the affTected situations in order to implement the proper agricultural development. The

sustainable integrated agr-cultural development system will be formulated and the

pilot projects Will be selected for the next stage of the Feasibility Study. For this

purpose. the foILo､ving works shall be carried out in association with the related

a∈三enCleS.

(1) An extensive inventory survey shall be carried out through out the Republic of

Moldova to collect and review the data and information and
to

analvze the

existlng conditions on the fbllowlng major items:

1) Potentials and development of Soil and Water resources. and related tlacilities

2) Basic data and information on agrlCulture and farming Systems.
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iv)Other necessary components of the projectspertain to each selected

area.

(7) These
projectsshall

be
prioritized according to their necessity and importance

and selection ofpilot project(s)
fTorthe Phase (II)Study shall be made.

(8) Based on the necessity of the pilot project(s),detailed topographicaland land

use surveys shall be carried out in the selected areas and the maps shall be

prepared.

6･2 Feasibility Study (Phase II Study)

Technical and economical feasibility of the selected pilot project(s)shall
be carried

out coverlng the fbllowlng aspects:

(1) Intensive surveys in the prlOrlty areas and collection of data and infbmation

necessary fわrthe fTeasibilitv study

ー

)

)

)

)

ー

ー

ー

-

2

rJ

rJ

4

5

′0

7

～IeteorologlCal, hydrologlCal and water quality suⅣey

Soil, agronomical and land use suⅣey and plamlng

Land suitability mapplng PrOCeSSlngwith aerospace pICtureS

Survey of irrigation-drainage systems and facilities

Livestock survey

Survey of agricultural processlng, and agro-industry

Survey or rural community Structure and management organization

Marketing and social infrastructure
survey

◆ When experimental facilities are required for collecting the necessary data and

inflormation fわr these projects, COnStruCtion and monitorlng Of the experimental

facilities shall be carried out.

(3) Analysis of data and infbmation and fbmulation of a detailed coIICrete

development plan fわreach prqJeCt Selected in this Study

(4) To undertake a preliminary englneerlng design fわrthe various facilities of the

PrOJeCt

(5) To prepare the cosトestimate fbrthe selected prqject(s)
(6) To carry out the economic and financial analysis oftheproject(s)
(7) To e､′alし1atethe social and en､.ironmental impacts orthe prqject(s)
(′8) To prepare an optimum implementation program tlor each of these project(s)
(i)) To establish a guideline for the water users association and irrigation

department regardin(i the operation･ maintenance of the irrigation system and

the effecti､,e water management practices.

(10) To propose planning mechanisms flor developing a strategic plan fわr the

agrlCulture research system and the prlOritv directions of the agrarian science

and the respective research programs accordin巳tO those directions

(ll) To propose cooperation linkages
with farmers. flarmers associations and

research institutes
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7.2 Contribution from the GovernⅢ1emt Or Moldovae

In order to facilitate smooth implementation of the Study, the Government of the

Republic or Moldova shall take the fbllowlng measures:

(1) To securethesafetyofthe Studyteam

(2) To permit the members of the Study team to enter, leave and sojoum
in the

Republic of Moldova in connection with their asslgnment therein, and exempt

them from alien reglStration requirements and consular fees

(3) To exempt the Study team from taxes, duties andany other charges on

equlpment, machinery and other materials brought into and out of the Moldova

fbr the conduct ortbe Study,

(4) To exempt the Study team from income tax and charges of any kind imposed

on or in connection with any emoluments or alloヽ～･ances paid to the members

of the Study team for their services in connection with the implementation of

thestudy.

(5) The following facilitiesand arrangements shall be provided to the Study Team

in cooperation with the relevant organizations:
- Data and infわ-ation fわrthe Study

- Office
room(s) and materials

- Ⅰ･D･ Cards fわrthe members of the Study

(6) To asslgnfull time counterpart personnel to the Study Team during their stay

in Moldova to play the fbllowlng roles as the coordinator of the Study･

- To make appointments, and set up meetings With the authorities,

departments, and firms wherever the Study Team intend to visit.
- To attend the site survey Ⅵriththe Study Team and make a汀angementS fわrthe

accommodation, gettlng pemissions etc.

- To assist the Study Team fわrthe collection of data and infわrmation

(7) To make arrangements to allowthe Studv Team to bring all the necessarv data

and infわrmation.
maps and materia一s related to the Study･
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6.3 StudySchedule

The Study shall be carried into two phases; i･e Phase I and Phase II･ A tentative Study

Schedule is shown in Fig 2.

6･3･1 Master plan Study (Phase I Study)

The master plan study shall be carried out within a period of8 months, i.e. field work

for 5 months in Moldova and home office work for 3 months in Japan from the date

of-commeIICement.

6･3･2 FeasibilityStudy (Phase II Study)

Followlng the master plan study, the fTeasibilitv study shall be carried outwithin a

period of 10 months! i.e. field work fわr 6 months in Moldova and home office work

for 4 months in Japan･

6.4 Reports

The fbllowlng reports Will be made by the Study Team and submitted to the

Govemment of Moldoヽ,a.

1) InceptlOn Report

TⅥ'enty (20) copies at the commencement Ofthe Study

2) Progress Report (I)

Twenty (20) copies at the end of the Field Work in Moldova

3) Interim Report

Twenty (20) copies at the end of the Master Plan Study and the

commencement or Feasibility Study

4) Progress Repon (ⅠⅠ)
TⅥ′enty (20) copies at the end of the Field Work of the Phase II Study

in Moldoヽ′a

5) Draft Final Report

T＼venty (20) copies at the end ofthe壬-tome Office Work of the Phase II

Sttldv in Japan

6) Final Report

Fifly (50) copies within 2 montllS alter the receipt of comments from

the counterparts on the Draft Final Rcport･

7 Estimated Project Requirements

7.1 Japanese Contribution

The Government of Japan is kindly requested fわr the technical cooperation

through Japan International Cooperation Agency (JICA) including dispatching the
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ANNEX Pll: NINTH DEVELOPMENT PLAN (199712001)

Targets

'Open the economy to the external world by settlng uP afree-trade areawith the EU;

･ Establish links between the sectorial targets and the requlrementS imposed by an efficient use of

reSOurCeS;

'Develop and modemize the infrastructure;

● Evaluate and upgrade the bu皿a□ resources;

● Reinforce the results already achieved in the social field;

● Give impetus to reglOnal development･

Sectorial Targets

･ Production diversification and improvement of product's quality and competitiveness;

'Develop the agricultural production and foster the continued growth of this sector decreasing the

effects of natural factors, thus ensurlng the food security and the reduction of the trade deficit;

'Upgrade the business firms operating in various sectors (particularlyin industry and agriculture).

Itwill prepare them for the foreign trade liberalization and the upcoming lmPlementatior1 0f a

number of agreements adoptedwithin the WTO, especially those related to the liberalization of

the service sector and the elimination of the Multトfiber A汀a□gementS;

'Develop the infrastructure since;

● Improve human resources and prepare them to meet the challenges in the future, particularly those

of acqulrlng technological know-how･

● Grant a greater role to the prlVate Sector in implementl□g the sectorial policies and programs by

glVlng lt access tO new activities such as infrastructure support and public seⅣices through the

concession system. The prqjected capital for investmen〔 is presented bellow.

Investment Gross Fixed Capital

Sector Amount(MD) %

Agriculture&Fishery 5,383.0 15.9

Manufacturlnglndustry 4,800.0 14.2

Non-manufacturinglndustry 4,055.7 12.0

Services 15,146.3 44.9

Transport 4,707.0 13.9

Communication 1,689.0 5.0

Tわurism 1,625.0 4.8

Others 7,125.3 21.2

Communltylnfrastructure 4,390.0 13.0

TOTAL 33,775.0 100.0
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Study Team, supplying the equlPment and other facilities mentioned below fTor the

Study and performing transfer of knowledge to the counterpart personnel of the

Study.

7.1.1 Expertise for the Study

Tbe expatriate experts required fわrthe Study will be as fわllows :

- TeamLeader

- Ⅰ汀igation E･ngineer

- Soil andLandUseExpert

- GeologlSt

- Agronomist

- Livestock Specialist

- Agricultural Processing/Marketing Expert

- Rural Communlty Expert

- Designand Cost Estimate Expert

- PrqjectEconomy and PrqjectEvaluation Expert

- Surve)Tor

- Environmental Expert

Total : 12 expeIIs

7.1.2 Equipment and Other Requ)rements

Five personal computers and programs fわrdata processing and calculations

l,ocal transport for the Study Team - 3 Mini vans

Xerox lllaChine fわrthe Study purpose

Kit set fわrchecking water quality

Kit set fTorchecking soil properties

The above equipment and vehicles shall be handed over to the Ministry of Agriculture

and Food lndustr)∫ of Government of the Republic of Moldo､′a a氏er the completion of

the Studv･ It is requested that the Study Team shall brin巳all the necessary equipment,ヨ

materials, and other consumable items required fわrthe Studヽ∴

7･1･3 Counterparts Training in Japan

Counterparts training shall be carried in Japan for 1 to 2
month(s) period about

the Farm Management 良 Agricultural Research System in Japan.
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Table 1 Land Use Pattern in Moldova

LandUse Area(tbousandba) %

Agriculture 2556.3 75.5

9.9

-Arableland 1774.0

-Vineyardsandorchards 396.0

-Pasturesandgrasslands 370.0

-Others 17,1

Forests 336.4

Reservoirsandrivers 45.4 1.4

Residentialareas 107.7 3.2

Roadsandhighways 51.2 1.5

Protectedland 3.2 0.1

Others 258.1 8.4

Total 3385.3 100

Table 2 Cultiyated Area in Moldova

Crop CutivatedArea(ba) %of､Tota1

Graincrops 930,000 52

Technicalcrops* 277,000 26

Vegetables** 138,000 8

Forage 429,000 24

Tota一 1,774,000 100
*

Sし1gar beet, sunf一ower, soybeen,fruits,vines, nuts and others
** Potatoes. Tomatoes. etc
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Table 3 Yield of Major Crops

Crop Yield(t/ba)
RainfTed Ⅰ汀igated

WinterWbeat 3.63 4.55

MaizefTorgrain 3.57 5.40

Sunf一ower 1.93 2.13

FodderBeet 48.5 68.8

Alfhlfh 22.5 33.9

MaizefbrSilage l7.2 24.2

Vegetables 13.9 17.3

Table 4. Farm Production StructtJre in Moldova

Ⅰtem Area

(thousandha)

%of-Area Numberof､

Fans

Average

Size(ha)
StateSector 9l.1 4,5

278 2,310

PrivateLand 1,927.1 95.5

LargeScaleFam 1,726.8 85.6

CollectiveFarms 642.2 31.8

JointStockCompanies 306.9 15.2 205 I,497

ProductionCooperatives 508.0 25.2 453 1,121

OtherCorporateFarms 269.8 13.4 215

325

1,254

l

l230
PeasantFarms 200.3 9.9

FarmersAssociations 74.8 3.7

FamilvFarms 125.5 6.2
1

I1.37

ーrota1 2.018.2 100 l
m
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Fig.2 Study Schedule
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